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第1章 要約 

1.1. 要約 

1.1.1. 本事業の背景 

ギニアは西アフリカ西端に位置する人口1,241 万人の共和国であり、西アフリカ近隣諸国および多くの先

進国との友好関係を構築し、日本との経済開発協力の拡大にも取り組んでいる。同国では、2014 年から

2016 年に致死率が平均 50%とされ、わが国では一類感染症に指定されるエボラウイルス病(EVD)のアウトブ

レイクを経験した。その終息後もEVD 以外の重症となる出血熱感染症が周辺国で散発的に発生していて、

EVD との鑑別が困難であるため、地域住民や医療従事者・保健対策担当者が常時感染リスクに晒され、保健

衛生上の大きな課題となっている。 

1.1.2. 本事業の普及対象技術 

感染対策衣をはじめとするゴーグル、マスク、手袋等の個人防護具(PPE)は、すでに発生している感染症

が、患者から医療従事者・保健対策担当者等の接触者を介してさらに拡大することを防ぐもので、感染症予

防対策に貢献する。特に本事業の受注者である東レ株式会社(以下「東レ」とする)が開発した感染対策衣

(“LIVMOAⓇ” D01-001)は、高い安全性(ウイルス、血液バリア性)と快適性(透湿性)を有しているため、高

温の使用環境となることが多い同国での使用に適しており、課題である感染症拡大防止に効果的に貢献でき

るものである。 

1.1.3.本事業の目的／目標 

そこで本事業では急務となっている医療関係者(医師、看護師、設備管理スタッフ等を含む病院関係者)、

診断・検査ラボ関係者、保健・防疫対策職員、政府保健省関係者等であって、感染性ウイルスの暴露を受け

る可能性のある人(以下「感染対策関係者」とする)の育成強化を第 1 の目的とする。その手段として、同国

の感染対策関係機関に対し、東レ感染対策衣(“LIVMOAⓇ”D01-001）と適切な使用方法に関する教材をセッ

トで導入し、着脱トレーニングを実施する。この人材育成を通じ保健省と国家公衆衛生安全保障庁(ANSS)の

人材層拡大と予防対策における安全確保や作業の質的向上に貢献することで、ギニア国民の疾病罹患リスク

を減じて経済開発の拡大に寄与するものである。研修には喫緊の対策強化が望まれるコナクリに所在する感

染対策関係機関(ANSS 等の保健省内組織、県レベル保健機関、外国人滞在者や海外支援機関関係者が利用す

る私立医療機関、公的医療機関、産科を含むコミュニティレベルの診療所やクリニック、診断検査組織、ラ

ボ研究機関)、人口移動や市場物流による影響が及びやすいキンディア州内の各県(コヤ、フォレカリア、ド

ゥブレカ、キンディア、マンフェリニア)の感染症対策保健センター（CTEPI）からの参加を目標とする。 

第 2の目的は、着脱トレーニングにて東レ感染対策衣を実際に着用することで、製品技術・品質と安全性

に対する信頼を深め、本事業実施以降も東レ感染対策衣の継続使用を固定化することである。さらには、こ

れを足掛かりとして対ギニア市場だけでなく、アフリカ周辺国・アジア諸国へも展開し、日本発の高度な技

術を広く普及させることを目指す。そのために本事業におけるトレーニングを通じて東レ製品の優位性を体

感してもらい、現場レベルでも知名度を上げることで、次回購買時には継続的に東レ製品を使用したいとの

要望が出るよう、製品およびその特長についての認知度向上を図ることを目標とする。 
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1.1.4. 本事業の実施内容 

 本事業においては、3回の現地活動と 1回の本邦受入活動を実施する予定だったが、第 3回現地活動と本

邦受入活動は新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の世界的拡大を受けて渡航が困難となり、やむを得ず代

替活動に変更した。 

 第 1回現地活動においては、ギニア政府保健大臣、ANSS 長官、在ギニア日本大使館等への表敬訪問を行

い、ギニアの市場環境・現地ニーズの確認を行うとともに、第2回現地活動にて実施する研修・トレーニン

グに向けた実務レベル協議を開始した。続く第2回現地活動においては、ギニアの首都コナクリと隣接する

キンディア州から感染対策関係機関の代表者(トレーナー候補者)約 60 名の参加者を集めて 2 日間の研修・

トレーニングを行い、目的とする人材育成と東レ感染対策衣の着脱実習を行った。さらに参加者が各所属機

関・組織に戻って自主的に研修・着脱トレーニングを実施する計画の策定と実施を依頼し、必要資材とマニ

ュアルの送付手配を実施した。次に本邦受入活動の代替活動においては、ギニアで感染対策実務を統括する

キーパーソンに対して、東レ感染対策衣の製品詳細追加情報を将来的な調達向けた参考資料として活用頂く

ことを念頭に供与・説明し、合わせて本邦にて活用されているCOVID-19 対策資料を提供し、東レ感染対策

衣に対する技術理解を深めた。第3 回現地活動では、当初第2回現地活動における研修参加者が各機関にて

実施する自主研修（適正使用の普及・定着に向けた理解や実践）について選択的にフォローアップを行う計

画であったが、遠隔にて前記自主研修の情報を得ることとなった。その結果、コナクリおよびキンディア州

内各県の医師、検査技師、ヘルスワーカー、施設管理サポートスタッフ等を含む感染対策関係者 300 名以上

に東レ感染対策衣を使った着脱トレーニングを実施したことを確認、目標を達成した。 

1.1.5. 本事業の結果／成果 

 ギニアでは感染対策対応能力のレベルアップが喫緊の課題であったが、本事業活動を通じ感染リスクを実

務レベルで想定し、様々な現場の状況に応用して考え、対策を実行できる人材の育成に貢献した。第2 回現

地活動における 2 日間の研修実施により、対象地域・保健医療対策機関の合計 22 機関に対し、42 名（女性

9名）のトレーナー育成（ホスト機関ANSS 参加者・監督者含む）と約20 名の研修医および対策サポートス

タッフの意識啓発と実技指導を行った。続いて参加各機関に提案製品である感染対策衣(“LIVMOAⓇ”D01-

001）を配分し、自主的に研修・トレーニングを実施したことで、現場作業者レベルまで浸透させ、本事業

全体を通じ、コナクリおよび隣接するキンディア州内の大規模公的医療機関3、私立医療機関 2、検査対応

機関を含む中・小規模保健医療機関17 施設において、医師（研修医を含む）、検査技師、ヘルスワーカ

ー、施設管理サポートスタッフを含め、少なくとも 300 名以上の感染対策関係者の感染予防対策啓発に資す

ることができた。主に首都コナクリ域内および隣接するキンディア州内各県(コヤ、フォレカリア、ドゥブ

レカ、キンディア、マンフェリニア)を管轄する感染対策関係機関をカバーしている。 

ビジネス面での成果としては、第１に市場環境・現地ニーズを再確認することができた。現地の市場環境

としては、血液・ウイルスバリア性が高く、安全性の高い感染対策衣として透湿性のない製品の使用がほと

んどで、東レの感染対策衣のように安全性と快適性(透湿性を有して暑さ、蒸れを感じにくい)の両立をコン

セプトとする製品は現流通市場においては未だ実用段階にはないことを確認した。現地ニーズとしては、快

適性に配慮した東レ感染対策衣は業務効率化と安全確保が両立する点で品質を支持するコメントが得られ

た。特に気温が高いアフリカ、東南アジア地域で、設備環境が十分でない建物（屋内であっても空調がない

か、十分に効かない場所）、直射日光を浴びる屋外で歩行や激しい運動を伴う場面等において、東レ感染対

策衣が有用であることを確認した。東レ感染対策衣に関するマルチ・バイ保健開発専門機関からの意見聴取

については、活動内容の変更により実現できなかったため、今後の課題である。第 2 に研修・トレーニング

参加者が東レ感染対策衣を実際に着用し着脱性や着心地、快適性を体感したことが挙げられる。短時間では
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あるが縫製や着心地といった品質を他社品との違いとして実感するなど、東レ感染対策衣の認知度向上に効

果があった。第 3 に東レ感染対策衣に対する技術的理解を促進させたことが挙げられる。COVID-19 対策に

資することに配慮した情報共有を行い、感染対策と熱中症対策を両立させることの重要性と、それに対する

東レ感染対策衣の特長を理解させた。 

1.1.6. ビジネス展開見込みと計画、課題 

 ギニアをはじめとするアフリカ地域諸国に対しては、東レ感染対策衣の普及策として現地活動機関への寄

付、あるいは海外医療支援・研究組織への実証試験協力機会を探る中でのサンプル提供等、限定的に商品を

供給していた。保健対策資金面で援助に頼るギニア政府から発注を獲得するには、日本のODA チャネルや国

際支援機関への働きかけが課題である。これには、研究開発事業ネットワーク含め、感染対策関連支援・調

達情報をタイムリーに把握できる人脈や議論の場への参加機会を拡大し、働きかける必要がある。本事業を

通じて、現地での東レ感染対策衣に対する信頼性、認知を得たため、ギニア政府やマルチ・バイ保健関連機

関の事業展開動向を注視し、バルク購入による低価格化の提案や製品開発協力、共同研究・医療支援事業な

ど多角的なアプローチによる販売実現を目指す。 

販売に必要な製品安全性試験、認証規格取得については既に実施済みであり、生産・販売・流通体制整備

についても、販売実績と案件別見込み分析に応じて順次拡大する体制としている。私立病院等の需要にも応

えられ、定常的な現地市場参入が可能となるよう東レ製品詳細を把握した現地ベンダーの開拓可能性も検討

する。 

1.1.7. ODA 事業との連携可能性について 

ギニア政府の財政事情から必要量の感染対策衣を継続確保していくには諸外国からの支援に頼る可能性が

大きいことから、東レ感染対策衣が継続して使用されるためにも ODA 事業の実施が望まれる。直近の2020

年にはCOVID-19 が世界的に拡大していることもあり、ギニアのみでなく、西アフリカ各国、アジア新興国

を対象とした支援やトレーニングプログラムの展開も有益と考えられる。ギニアでの東レ感染対策衣の評価

が定着した後、無償資金協力、技術協力、円借款等のスキームによりさらに感染対策を強化していくことが

考えられる。国際機関の調達案件には、世界銀行の非常用供給品調達や、他国際機関による現地保健開発・

緊急対応プロジェクトへの実施パートナーあるいは民間連携事業者としての参加機会の探索が挙げられる。

我が国の省庁経由での予算支援や調達案件の事例には、外務省からの保健・医療関連支援事業である無償資

金協力（経済社会開発計画）等調達案件への参入、国際機関プロジェクト支援、JICA 緊急援助プロジェク

トでの調達案件への参画が考えられる。本事業によりギニア国におけるトレーニングプログラムの実行と人

的交流が行われたが、プログラム実施規模の拡大や継続がさらに期待される。例えばケニアやセネガルで過

去に行われた保健システム・マネジメント強化プロジェクトや保健人材開発促進プロジェクトのようなもの

がギニアで行われる可能性があると思われ、このようなプロジェクトに向け東レ感染対策衣を提案できる可

能性がある。 
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事業概要図 
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第2章 本事業の背景 

2.1. 本事業の背景 

2.1.1 対象国・地域・都市の政治・経済の概況 

ギニアは、人口 1,241 万人(2018 年世界銀行データ)が、日本の本州と同程度の国土に居住する西アフリカ

西端に位置する共和国である。ギニアビサウ、シエラレオネ、マリ、リベリアと国境を接しており、西アフ

リカ諸国経済共同体(ECOWAS)の枠組みもあって、近隣国間の人口移動が活発に行われている。独立後旧宗主

国フランスとも国交回復し(1975 年）、産業や経済振興、二国間支援基盤ではあるが，旧ソ連などの社会主

義諸国との関係を強化してきており、近年、特に保健分野においては、ドイツ、中国やギリシャ関係機関と

の協調も活発である。現アルファ・コンデ大統領政権下では、非同盟外交を基軸としながら多くの先進国と

友好関係を構築してきており、TICAD 等開発外交の枠組みを通じてわが国との経済開発協力の拡大にも取り

組んでいる。 

2014 年から 2016 年にはエボラウイルス病(EVD)のアウトブレイクを経験し、上述の支援国、友好国をはじ

め、研究機関や NGO など多くのドナーが参入、社会基盤や保健インフラ再建に向けて支援が集まった。本事

業の受注者である東レ株式会社(以下「東レ」とする)は、2015 年より国立研究法人日本医療研究開発機構

(AMED)の支援プロジェクト参画を通じ、現地ギニア保健医療関係機関との協力のネットワークを形成してき

た。東レは、中期経営課題および長期経営ビジョンの中で長期戦略として「ライフイノベーション(LI)事

業」(医療の充実と健康長寿、公衆衛生の普及促進へ貢献する事業)の拡大を掲げ、東レグループ全体で強力

に推進、その一環として、ギニアでの EVD アウトブレイク再発防止の重要性に鑑み、2016 年に感染対策衣 1

万着の寄贈を行った。これはギニア政府の要請に応じて東レ経営トップの判断で実行したものであり、ギニ

アの政治・経済、特に保健行政への支援と、製品の普及促進を通じた同国事業の立ち上げに対する経営意思

を示すものである。 

2019 年には国民議会の任期延長、同議会選挙調整に

紛糾し、ギニア内政が不安定化した。すなわち、現大

統領任期が 2020 年 12 月満了となることに対し、大統

領側が任期に関わる憲法改正に対して動き出したこと

から，野党側護憲国民戦線（FNDC）等による抗議デモ

が活発化してきている。2020 年 3 月 22 日，国民議会

選挙及び憲法改正に関する国民投票が実施され、コン

デ大統領率いる与党ギニア人民連合（RPG）が勝利し、

大統領任期に関わる新憲法案が支持された旨の裁定が

行われている。しかし、内政に翻弄されたとはいえ、

現体制下での保健行政と開発推進の足並みに大きな鈍

りは見られず、直近の 2020 年に地球規模で発生した

COVID-19 アウトブレイク対応には保健省および ANSS

が精力的に陣頭指揮にあたっている。 

 
 

 

図：東レの経営戦略（重点領域の一部） 

(提案法人作成） 
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2.1.2 対象国・地域・都市が抱える開発課題 

 2014 年から2016 年に発生した EVD のアウトブレイクを経験 

したギニアでは、もとより脆弱であった保健システムをさらに 

弱体化させることとなった。アウトブレイク終息後は国際機関 

やバイドナー研究・開発支援機関が緊急時医療サービス支援か 

ら徐々に撤退していく中、医療サービスや物資供給が手薄にな 

った。EVD は同国地域に蔓延する既存の感染症との鑑別が困難 

であるため、常時その感染リスクに晒されるほか、EVD 以外の 

ラッサ熱(LF)等、重症となる出血熱感染症が周辺国地域でも散 

発的に発現している。新興感染症のアウトブレイク発生リスク 

は、地域住民のみならず、当然のことながら治療・感染対策に 

あたる医療従事者・保健対策担当者にとっても常在的な保健衛 

生上の大きな課題であり続けている。 

そのような状況下、ANSS では、EVD をはじめとする重症感染症・新興感染症アウトブレイクの再発防止に

加え、マラリア等既に常在化している他の感染症も含めた包括的な感染症予防対策と将来的な公衆衛生対応

の強化に力を入れている。ANSS は保健省関係機関における有事対応手順を整備しており、ギニア全土にお

いて同様の組織が機能することが期待されている。 

ギニアでは基本的な感染対策の普及、関係保健医療スタッフの意識啓発・スキルの充実は喫緊の課題であ

り、特に高度感染管理対象となるエボラウイルス病やラッサ熱等の出血熱感染症対策およびアウトブレイク

等緊急対応を統括するANSS では、対象地域の感染症対策を管理・実行できる人材層の拡大と安全管理・感

染管理技能の質的向上が急務となっている。適正な診断・治療・医療サービスの充実を図る目的に対し、同

国では西アフリカ諸外国同様、ドナー国およびWHO 等多国籍機関の保健開発支援が継続され段階的にその対

応能力が向上しているが、現状では保健衛生資材が不足し、かつ安定的な供給が困難である課題を抱える。 

西アフリカ等EVD のアウトブレイクを経験した地域では、感染対策衣着用時に暑い、蒸れるといった点が

肉体的、精神的な負担となっており、それに起因する着用不備や着脱の繰り返し時の不適切な動作・手順

が、主に保健医療対策関係者における二次感染要因である可能性が指摘されている。これは専門人材とその

対策事業投入効果に大きく影響する要因でもあり、現在世界的なパンデミックとなっている COVID-19 同様

呼吸器系感染疾患である SARS アウトブレイク対応においても対策ツールとしての検討課題としても提起さ

れてきた。これら指摘に対しては、これまでにも感染対策衣のデザインや素材の検討がなされてきている

が、着衣中の体温上昇や蒸れ等の不快感を軽減するには、現市場に流通する製品より大幅に高価格を設定し

なければいけない可能性も指摘されている。そのような状況下、西アフリカでの EVD アウトブレイク以降

も、コンゴ民主共和国はじめアフリカ域内での感染症アウトブレイクの発生が続いている現状に対し、感染

対策衣、PPE の品質基準と安全性向上における具体的な規格や使用方法の指針は、WHO や CDC が標準的な対

策や製品基準、着脱指針を提案し、その内容も継続的に更新されているものの、実際には作業環境ごとに

個々人の判断と裁量に任されているのが実情である。 

ギニアにおける感染対策関連製品市場は、他の途上国の市場と同様、大口調達となる国際機関調達あるい

は二か国援助物資等による供給チャネルが主流であり、現地取引業者(ローカルベンダー)の事業展開は小規

模なものに留まっている。特に現在主流の海外市場主力製品(カバーオール型の感染対策衣)は、一般市場価

格は高額となるが、大量調達となることや公的支援という枠組みとなることで、商社を経由する等ロジステ

 
写真：2015 年 EVD アウトブレイク対策下での 

州境検疫実施状況(提案法人撮影) 
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ィクスを含めて一般市場とは一線を画した取引環境となっており、新規参入企業にとっては供給、アフター

ケア体制の構築が必要とされる市場環境となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真：CTEPIの PPE 着脱専用スペースに掲げられた着脱手順と注意点を示したフラッグ（左：ドナーから過去に提供されたもの） 

と PPE脱衣除染スペース（右）(提案法人撮影) 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真：仮設 EVD 治療施設で治療にあたる医療関係者と検査ラボで診断を行う技師の作業の様子（2015 年当時資料）(提案法人撮影) 
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写真：仮設の EVD治療施設で使用されている PPE の様子（2015年 10月当時）(提案法人撮影) 

  

写真：大型焼却炉が援助供与されていたがメンテナンスができず使用不可能となり（左）、ホットゾーンとコールドゾーンで分けた 

（オレンジのネット）感染性廃棄物の屋外焼却区画（右）を造って対応されていた。（2015 年 10 月当時）(提案法人撮影) 

 

2.2. 普及対象とする技術、及び開発課題への貢献可能性 

2.2.1 普及対象とする技術の詳細 

ANSS をはじめとするギニア国保健関係機関には、アウトブレイク対応経験を通じ、ODA 等対外援助による

支援物資の活用に際し、品目の質的評価分析に関する相当程度の能力が備わっている。東レ感染対策衣

（“LIVMOAⓇ” D-01-001）は、生地に独自の特殊多孔質フィルムを使用することで安全性（血液・ウイル

スバリア性）と快適性（透湿性）を高いレベルで両立しており、特にその快適性における比較優位性に関し

ては、現地ギニアでの屋内・屋外着用試験において現地当局関係者からも高い評価を得ている。 
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また、東レ感染対策衣は、形状・縫製方法の工夫による易脱衣性、生地多層化による耐久性（耐傷性）の

改善を図ることで、より一層の感染リスク低減と安全性の向上を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：LIVMOAの着用試験結果(提案法人による実証試験、調査に基づき作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：LIVMOA設計技術の内容(提案法人作成) 
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図：LIVMOA脱衣試験結果(提案法人作成) 

 

 

表：競合技術との特性比較表(提案法人作成) 

評価項目 
提案技術 

東レ“LIVMOAⓇ”D-01-001 

競合他社技術A 

高密度不織布タイプ 

競合他社技術 B 

PE コーティングタイプ 

製品・技術

画像 

生地：3 層構成 

 

 

生地：1層構成 

 

生地：2層構成 

発売開始年 2018 年 2000 年以前 2000 年以前 

特徴 

(強み､弱み) 

・高い安全性（高バリア性）と 

 快適性（高透湿性）を両立。 

・着用感に優れ、作業者の 

 装着作業時の心身負担が軽減。 

・血液ﾊﾞﾘｱ性、ｳｲﾙｽﾊﾞﾘｱ性に

劣る 

・着用感に比較的優れ、 

安価。 

・高安全性（高バリア性）。 

・着用時に暑い、蒸れる等の 

 問題あり、作業者の装着作

業時の心身負担が大きい。 

技術の分類 

（大分類） 

（小分類） 

化学防護服 

液体化学製品に対する防護服 

（Type4） 

化学防護服 

液体化学製品に対する防護服 

（Type4） 

化学防護服 

液体化学製品に対する防護服 

（Type4） 
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機能①  

血液・ｳｲﾙｽ

ﾊﾞﾘｱ性 

 ISO 16604(ｳｲﾙｽﾊﾞﾘｱ性):ｸﾗｽ 6 

 ISO 16603(血液ﾊﾞﾘｱ性):ｸﾗｽ 6 

ISO 16604(ｳｲﾙｽﾊﾞﾘｱ性):ｸﾗｽ 3 

ISO 16603(血液ﾊﾞﾘｱ性):ｸﾗｽ 3 

ISO 16604(ｳｲﾙｽﾊﾞﾘｱ性):ｸﾗｽ 6 

ISO 16603(血液ﾊﾞﾘｱ性):ｸﾗｽ 6 

機能② 

透湿性 
 JIS L1099  330g/㎡/hr JIS L1099  300g/㎡/hr   JIS L1099  0 g/㎡/hr 

機能③ 

耐久性 

屋外における四つん這い歩行等 7運動 

3 セット後の耐水圧低下：0％(低下なし) 
（同左）：▲62％ （同左）：▲73％    

機能④ 

脱衣性 

 

4 手間（動作数）で脱衣。 

（従来品対比、脱衣時間 40%減） 

接触箇所少なく再汚染の可能性低減。 

推定 6 手間(動作数)で脱衣。 推定 6手間(動作数)で脱衣。 

価格 

（単価） 
2,500～3,500 円/着 600～800 円/着 2,000～3,000 円/着 

経済性 

快適性向上のため、より長時間着用が可

能となり、使用量減、作業効率の向上が

期待できる。 

安価で優れる。 

(ただし安全性に課題あり) 

快適性に課題があり、作業可

能時間を短縮せざるをえず、

業務遂行において頻回に脱衣

するため使用数量が多くなる

可能性がある。 

操作性 柔軟で作業性に優れる。 柔軟で作業性に優れる。 
生地がやや硬く生地鳴りがあ

る。 

耐久性※1 
磨耗・傷付に強く、ﾊﾞﾘｱ性が低下し難

い。 

磨耗・傷付に弱く、ﾊﾞﾘｱ性が

低下し易い。 

磨耗・傷付に弱く、ﾊﾞﾘｱ性が

低下し易い。 

安全性 

EN14126:2003 適合 

「感染物質に対する防護服の性能要件及

び試験方法」 

EN14126:2003 適合 

「感染物質に対する防護服の

性能要件及び試験方法」 

EN14126:2003 適合 

「感染物質に対する防護服の

性能要件及び試験方法」 

環境への配

慮 
焼却処分可能、ﾊﾛｹﾞﾝ未含有 焼却処分可能 焼却処分可能 

日本国内シ

ェア 
1％未満 

化学防護服市場における国内シェア：約60％ 

出典：North American Industrial Protective Clothing Market

（2013）等より推計 

海外シェア 0％ 

化学防護服市場における世界シェア：約40％ 

出典：North American Industrial Protective Clothing Market

（2013）等より推計 

日本国内販

売実績（導

入例） 

北海道大学、長崎大学、製薬企業 等 一般産業用として実績多数 
病院、警察、消防、自衛隊、

研究機関、大学等 

海外販売実

績 （ 導 入

例） 

実績なし 一般産業用として実績多数 

病院、警察、消防、研究機

関、大学等 

国際赤十字、WHO、MSF等 
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2.2.1. 開発課題への貢献可能性 

ギニアを含むアフリカ地域の気候・作業環境での使用においては、たとえ屋内であっても、高レベルでの

感染予防対策に使用される防護衣の着用には、着衣内の高温・高湿による作業効率や安全性の低下に加え、

作業者の身体的・精神的負担が大きいことがかねてより指摘されてきた。 

 東レ感染対策衣は快適性と安全性を両立したものであり、従来の感染対策衣が想定している一般的な使用

環境(空調下の実験・医療施設室内)に加え、途上国・新興国地域にて整備されている医療施設・屋内ラボ

等、さらには屋外・フィールドでの公衆衛生対応作業も視野に入れて開発されたものである。これを使用し

感染症対策の体制・能力の強化を行うことは、感染対策関係者の作業性向上や二次感染リスクの低減の面で

も効果があり、より安全で作業効率を向上させる有効な対策ツールとなりうる。よって東レ感染対策衣は、

関連する感染対策における主力として、その適正使用と安全性向上への理解促進により、ギニア保健省管轄

の中核組織であるANSS の活動から、同国アウトブレイクの拡大阻止と予防・診断・治療対策メカニズムを

機能させるための基盤整備に貢献できるものである。首都圏から地方保健医療体制の強化を目指す中核的な

人材育成に資することを目標とし、まずはコナクリおよび周辺地域の保健省・ANSS が管轄する関係機関を

対象として 50 人程度の感染対策トレーナー養成を目指し、組織ごとに上流から下流に意識啓発と経験を拡

げ、さらには組織横断的な感染対策の実践強化、ひいてはギニア国内推計12,000 人の同国公衆衛生対策・

保健人材の感染症対策能力の育成、業務における個々人の感染予防・安全対策の向上につなげること、その

実践展開における対策ツールとしての東レ感染対策衣の比較優位性、有用性認識と適正使用の普及、活用拡

大を目指す。 
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第3章 本事業の概要 

3.1. 本事業の目的及び目標 

3.1.1. 本事業の目的 

前章で述べたように、ギニアでは感染対策関係者の感染対策対応能力の育成強化が急務となっているた

め、それを本事業における現地展開の第１の目的とし、合わせて東レ製品技術への理解と、その品質と性能

に対する信頼を深め、更なる活用と普及を目指す。なお、本報告書中で言及する感染症予防対策とは、すで

に発生している感染症が病院関係者等の接触者を介してさらに拡大することを防ぐ対策を含むもので、東レ

感染対策衣が貢献できる領域である。その手段として、同国感染対策関係機関に対し、東レ感染対策衣の機

能と適切な使用方法に関するトレーニングプログラム（基礎的な感染対策の知識、感染リスクへの意識付

け・認知・共有化、着脱・廃棄方法マニュアル等）をセットで導入し、ソフト面での現地支援チャネルとし

て、感染対策の一環である着脱研修を実施する。東レ製品では着脱方法の工夫、特に脱衣時の動作数を低減

し短時間で脱げる工夫を加えている。この点は感染対策関係者にメリットとなるが、通常とは異なり前面フ

ァスナーに触れずに、首元と胸部の左右前身頃についたタグを引いてファスナーを開く動作となるため、使

用者に確実に習得させることもトレーニングに含める。研修プログラムの中には、保健医療施設内・対策フ

ィールドにおける作業上の感染リスクの認知・啓発意識の浸透を図る講義とグループ討議を取り入れ、作業

環境や着脱環境の感染管理リスクを疑似的に体験、分析することで、作業者個々の役割ごとの実際的な衛生

管理意識の向上等を図る。この人材育成支援を通じ、感染対策関係者の育成、強化を図り、感染症対策の中

核組織である ANSS と保健省の人材層の拡大と連携強化、予防対策における個々人の安全確保や作業の質的

向上に貢献する。ひいては、同国民の疾病罹患・負担による経済発展損益を減じ、保健システムの基盤整備

を進めるベースを支え、基本的な医療サービス・カバレッジの拡大支援の一端を担うことが可能となると考

える。 

 第２の目的は、東レ感染対策衣を着脱教育、トレーニングを通じて実際に着用することを通じて、製品技

術・品質と安全性に対する信頼を深め、本事業実施以降も東レ感染対策衣の継続使用を固定化することであ

る。これは、現地の感染対策関係者やその管理者に東レ感染対策衣の優位性を体感してもらうことで、東レ

製品およびその特長についての認知度向上を図り、対象機関や関連機関による東レ感染対策衣の評価、ひい

ては調達に繋げることを狙うものである。さらには、これを足掛かりに対ギニア市場だけでなく、アフリカ

周辺国・アジア諸国への展開とギニアで活動する国際機関への展開を含めたビジネス展開を目指して事業拡

大して日本発の高度な技術を広く普及させることを目指すものであり、並行して、日本を含む先進国市場に

おける認知とともに、将来的な本邦ODA 調達参画にむけた製品の品質基準上の差別化・比較優位性を実際的

に明示することにある。 

 
3.1.2. 本事業の達成目標（対象国・地域・都市の開発課題への貢献） 

本事業においては、東レ感染対策衣と着脱マニュアル、付帯する感染対策資材をセットで感染対策関係機

関に導入し、ギニア現地トレーナーを育成し、主要医療機関、保健センター等対策拠点の感染リスクを考慮

すべき感染対策関係者に対し、現場レベルのトレーニングを実施する役割をもたせることで、ギニアの感染

予防対策の体制強化に貢献する。能力強化支援の対象には、ANSS（ギニア国保健省安全衛生保障庁）などギ

ニア保健省関係機関にて緊急時展開を想定している疫学調査チームや、平常時より医療ケア診療体制ととも

に、アウトブレイクの検知や予防接種キャンペーンの実施、感染対策を講じている医療拠点で感染対策を管

轄あるいは実務を統括・推進するキーパーソンを含むよう協議調整し、継続的な対策能力の向上に貢献す

る。 

 2020 年 2 月から世界的な健康脅威となっているCOVID-19 対策においては、本事業における現地実施担当
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機関ANSS は当然ながら、特に人口が密集する首都圏での対策強化、港湾・空港検疫含めたギニア国内の

州・県・郡レベル保健医療機関全てがその対応メカニズムにおいて、実践的で重要な役割を担っている。過

去発生した EVD アウトブレイクやLF の症例報告は、隣国国境・山間部辺境地域の人口移動によって、ある

いは森林内部の感染動物（ウイルス保有動物）との接触によって生じる事例が多いが、COVID-19 や過去の

SARS アウトブレイク、新型インフルエンザ感染蔓延は、人口密集地域・都市部や航空・港湾関係人口流入

の感染予防管理が重要となる。感染拡大の疫学的な影響因子・リスク管理においては、対象となる病原体の

特性とヒトの生活習慣・移動や交流の様相、とくに本事業において東レ製品導入を通じた感染予防対策能力

強化を図るべき感染対策関係者の意識啓発と作業実践手順の確認が重要となる。本事業での活動実施を機

に、喫緊の対策強化が望まれるコナクリに所在する感染対策関係機関(ANSS 等の保健省内組織、県レベル保

健機関、外国人滞在者や海外支援機関関係者が利用する私立医療機関、公的医療機関、産科を含むコミュニ

ティレベルの診療所やクリニック、診断検査組織、ラボ研究機関)、人口移動や市場物流による影響が及び

やすいキンディア州内の各県(コヤ、フォレカリア、ドゥブレカ、キンディア、マンフェリニア)の感染症対

策保健センター（CTEPI）からの参加を目標とする。 

 

3.1.3. 本事業の達成目標（ビジネス面） 

本事業におけるトレーニングを通じて東レ製品の優位性を体感してもらい、現場レベルでも東レ製品を定

着させることで、ギニアでの次の購買時には継続的に東レ製品を使用したいとの希望が出るよう、製品およ

びその特長についての認知度向上を図る。また、ギニアでの実績を積み、認知されることは、アフリカの周

辺国、アジア諸国への展開拡大にあたって東レ製品の価値を大きく高めると考えられる。そのため、ギニア

政府・関係機関でのトレーニングやトレーニングを通じた現場レベルへの定着を通じて、ギニアに駐留し、

政府・関係機関を支援しているマルチ・バイ保健開発機関（世界保健機関：World Health 

Organization(WHO)、アメリカ疾病管理予防センター：Centers for Disease Control and 

Prevention(CDC)、国際赤十字赤新月社連盟 (IFRC)、国境なき医師団：Médecins Sans Frontières(MSF)、

パスツール研究所：Institut Pasteur、国際移住機関：International Organization for 

Migration(IOM)、各国疫学調査モバイルチーム・現地研究ラボ運営機関等、有事駐留対応のみの機関を含

む）の東レ製品に対する認知度向上を図る。 
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3.2. 本事業の実施内容 

3.2.1. 実施スケジュール 

実施スケジュールは以下の通り。ただし、COVID-19 感染拡大による渡航中止指示により第 1回本邦受入活動及び第 3回現地活動は代替活動とし、

実施計画からは実施時期、期間、実施都市、活動内容の一部を変更した。 

活動種別（本邦受

入又は現地活動） 

実施 

時期 

実施 

期間 
実施都市 

活動の主な対象者 

（組織名・役職・人数等） 
活動の目的と概要 

第 1回 

現地活動 

（計 3回） 

2019年 

11月 1日 

～9日 

9日間 コナクリ 
・保健大臣、大臣参謀 

・保健省 ANSS 長官、副長官 

・ANSS 医療支援局長 他 4名 

【目的】現地ニーズの確認、研修計画、準備協議 

【概要】カウンターパートに本事業の内容を説明

し、現場ベースの具体的な要望をヒアリングして

詳細摺り合わせを行った。 

第 2回 

現地活動 

（計 3回） 

2020年 

1月 26日 

～2月 10日 

16日間 コナクリ 

・ANSS 医療支援局長 他 4名 

 

・参加各機関からの派遣者 

(トレーナー候補者）42名 

・研修医、施設管理スタッ

フ、その他   約 20 名 

【目的】ギニア人トレーナーへの教育訓練を実施

(ToT：トレーナー向け研修)。東レ感染対策衣と

その特長についての認知度向上。 

【概要】・トレーニングプログラムに沿った教育

訓練を実施する。 

・ANSS の協力を得て派遣人材を調整し、対象機関

からリーダー的人材が教育訓練に参加、訓練終了

後に認定証を授与した。 

・着脱マニュアル（動画、印刷物）を提供した。 
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活動種別（本邦受

入又は現地活動） 
実施時期 

実施 

期間 
実施都市 

活動の主な対象者 

（組織名・役職・人数等） 
活動の目的と概要 

第 1回 

本邦受入活動 

（計 1回） 

※代替活動として

遠隔にて実施 

2020年 

8月 

～10月 

3月間 

コナクリ 

東京 

滋賀 

（ﾘﾓｰﾄ） 

・ANSS 医療支援局 局長 

・出血熱診断研究所 所長 

・国立衛生研究所 所長 

【目的】感染対策対応能力向上および東レの感染

対策衣の技術的理解促進 

【概要】・日本の COVID-19 対策事例の学習 

・東レ感染対策衣(“LIVMOAⓇ” D-01-001）の技

術資料学習 

・学習後、コメントの聴取 

第 3回 

現地活動 

（計 3回） 

※代替活動として

遠隔にて実施 

2020年 

8月 

～10月 

3月間 

コナクリ

州 

キンディ

ア州 

東京 

滋賀 

（ﾘﾓｰﾄ） 

・参加各機関の医師(研修医

を含む)、検査技師、ヘルス

ワーカー、施設管理サポート

スタッフ等 300 名以上 

【目的】ギニア人トレーナー育成状況の確認、現

場スタッフへの教育内容の定着確認 

【概要】・教育、着脱トレーニング実施中の写真

を確認する。 

・着心地、着脱性、改善点について代表的意見を

聴取する。 
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3.2.2. 実施体制 

日本側は、東レの環境エネルギー開発センターが本事業において社内を統括し、トレーニングプログラム

の作成を行った。トレーニング実行を支援する外部人材との調整は、東レのライフイノベーション事業戦

略室（LI 戦略室）が担当した。また感染対策に関する外部専門家を起用し、そのコーディネーションを LI

戦略室が行った。ギニア側は ANSS 長官をJICA／東レとの相談窓口を含めて実務上の現地側代表と位置づ

け、戦略・開発事務局（BSD）を通じて保健省にプロジェクト体制・計画の承認を得て進めた。参画する病

院の関係者取りまとめ等を含めて、病院施設・営繕局（DNEH3）にもプロジェクト実務面で協力を得た。ま

た、国立病院の感染症関係ラボを統括する国立公衆衛生研究所（INSP）からも協力を得た。マルチ・バイ保

健開発専門機関と東レが直接協議する計画であったが、第3 回現地活動の代替活動への計画変更により協

議の機会が得られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図：ギニア国 感染対策衣普及促進事業 体制図(提案法人作成) 
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表：ギニア側事業実施体制(提案法人作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図：現地ギニア側中心組織 ANSSの部局・人材構成 (2017年時点：ANSS ヒアリングと資料を参考に提案法人作成)

参画機関・部署 役割 

保健省（MoH） ・プロジェクト体制、計画の承認 

国家公衆衛生安全保障庁（ANSS） ・関係部署の統括、調整 
・ＪＩＣＡ／東レとの相談窓口 
 （地方での活動の詳細相談を含む） 

医療施設・営繕局（DNEH3） ・参画する病院の関係者取りまとめ  
・プロジェクトへの実務面での協力・参画 

対象機関 
（コナクリ首
都圏） 

病院の責任者 ・ギニア人トレーナー候補者選定、派遣承認 

トレーニングプログラム監修者 ・トレーニングプログラム参加、監修 
・アンケート内容の相談、承認 

ギニア人トレーナー候補者 
 

・トレーニングプログラム参加 
・アンケートへの回答  

対象機関 
（地方） 

病院の責任者 ・ギニア人トレーナー候補者選定、派遣承認 

トレーニングプログラム監修者 ・トレーニングプログラム参加、監修 
・アンケート内容の相談、承認 

ギニア人トレーナー候補者 ・トレーニングプログラム参加 
・アンケートへの回答  
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3.2.3. 実施内容 

表：本事業の実施内容（概要）と達成目標(提案法人作成) 

#  タスク 
現
地
① 

本
邦
① 

現
地
② 

現
地
③ 

実施内容 目標（事業終了時の状態） 

1 

市場環境・ 

現地ニーズの

確認 

―    

 ギニア保健省、関係医療機関、マルチ･バイ国際機

関との討議による、現地ニーズの確認 

 各機関のニーズを具体的に把握。 

 ギニア保健省、関係医療機関、マルチ･バイ国際機

関との討議による、購買のしくみの確認 

 ギニア政府の予算化プロセス、入札等の公共調達方

法の把握。 

ﾏﾙﾁ･ﾊﾞｲ国際機関内の購買意思決定の仕組み把握。 

２ 

現地人材育成

（感染予防対

策人材・能力

強化） 

  ― ― 

 ギニア対象機関でのトレーニングによるトレーナー

人材の訓練 

 トレーニング終了後、認定証発行 

 ギニア人トレーナーが現場の医療スタッフに広く教

育・訓練ができるようになる。 

 専門家の助言を得てトレーニングプログラムと教材

を作成 

 ギニアで継続活用可能なトレーニングプログラムと

教材のセット提供。 

 ギニア人トレーナーから現場の医療スタッフへのト

レーニング実施 

 修了証発行 

 現場の感染対策関係者が感染対策衣の機能、使用方

法を理解する。 

 東レ感染対策衣の良さの実感、評価の定着 

 アンケート等による快適性に関わる評価情報の収集  一定規模の情報獲得。 

 ビジネス拡大のためのPR 材料に活用する。 

３ 

東レ感染対策

衣に対する技

術的理解促進 

 ―   

 三島研修センターでの詳細説明、東レの開発・評価

試験設備見学 

 日本の感染対策のしくみに関する関係機関専門家か

らの講義の実施し、日本の経験や専門的情報を提供 

 ギニアキーパーソンに東レ製品のメリットや技術開

発力等を認識してもらう。 

 ギニアで活用可能なものをピックアップ。 

４ 

成果報告書作

製と成果情報

共有、 

ビジネス展開

の 

検討 

  ― ― 

 商流構築  関係機関のキーパーソンの把握と協力関係の構築。 

 現地パートナー候補の洗い出しと絞り込み  有力パートナー候補と大枠のビジネス条件について

合意形成。 

 顧客候補へのヒアリングに基づく価格戦略の決定、

採算性の確認 

 想定売価の決定、事業計画の策定。 

 マルチ･バイ国際機関に対し、トレーニングへの参

加・協力を呼びかける。 

 各機関で必要になった際の独自購入に繋げる。 

 他国展開に向け、ギニアでの活動を整理  受講者の理解度や意見を参考に、東レ感染対策衣の

PR 資料、着脱方法・手順を教育するための教材パッ

ケージに改良を加える。 
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表：現地実施研修に向けて投入した資機材リスト(提案法人作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機材名 型番 価格 数量 用途 納入年月 設置先 

1 感染対策衣 “LIVMOAⓇ” 

D01-001 

2,835 円 1,516 着 着脱トレ

ーニング 

2020.2.4 教育・訓練 

各参加機関 

2 長靴 耐油長靴 1,353 円 506 足 同上 同上 同上 

3 マスク 3M 9105 N95 3,760 円 1,600 個 同上 同上 同上 

4 インナー手袋 ベルテ 756H 

ブルーL,LL 

9 円 3,200 枚 同上 同上 同上 

5 アウター手袋 ソルベックス

275L,LL 

300 円 1,560 双 同上 同上 同上 

6 シューズカバー タイベック 6873 

ﾌﾘｰ 

180 円 1,520 足 同上 同上 同上 

7 ゴーグル X-9302-610 SG 2,200 円 506 個 同上 同上 同上 

8 感染対策衣 

（市販品） 

デュポンタイケ

ム 2000 XL,XXL 

1,990 円 120 着 同上 同上 同上 
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第4章 本事業の実施結果 

4.1. 第 1 回現地活動 

4.1.1 関係機関への表敬訪問 

(1) ギニア政府保健大臣への表敬訪問 （2019 年 11 月７日 14:30～15:00） 

保健省執務室にて Lamah 保健大臣（現在は交代された）および Condé 大臣参謀との面会が適い、本事業実

施に向けた現状説明と実施枠組み、相互役割の確認に向けて協議を行った。 

 最初に JICA ギニアフィールドオフィス山崎氏より民間技術普及促進事業のスキームに関してご説明があ

り、その後、これまでギニアにて実施された東レの取り組みをご説明した。 

2015 年以降主に EVD 対策支援として、AMED 等を通じて行ってきたギニアおよび保健省・ANSS との協力活

動の概要を説明した。当時とはドナー・パートナーからの支援投入状況が変化する中で、感染症アウトブレ

イクの脅威は払しょくされることがないこと、それに対し継続発展的な対策人材強化とそのツールとしての

感染対策衣の適性使用が重要である点で合意し、本事業活動計画への理解と実施に向けた協力体制の確認が

なされた。また本事業活動実施協力について、2018 年以来JICA とギニア側(ANSS)との Minutes of 

Meeting(M/M)締結以降、本邦側事情により東レとの事業契約が遅れたこと、ギニアへの事前訪問による準備

協議が具体化できず、ANSS サコバ長官はじめ、コナクリ関係者経由で間接的に打診し準備をすすめてきた

経緯を概説した。更には大臣表敬の機会が現在に至り、現地側協力機関との準備協議と前後する日程調整に

なった状況についてご理解いただいた。EVD 対策下以降、大臣の交代も頻繁であった中、準備協議が予想以

上に煩雑なものとなった状況で準備が継続されていたことが重要とのお話を頂いた。 

アウトブレイク対策当時、EVD 対策調整局執行部でもあった大

臣参謀からは東レ感染対策衣の快適性能について、製品が具備す

べき基本的な品質はもとより従来にない透湿性の高さが屋外での

業務効率化と安全確保が両立する点が強調され、支持いただける

コメントがあった。（大臣参謀は2014～2016 年当時のエボラ対

策調整局で大臣の副官を務めていた） 

次に、本事業活動計画にある本邦受入活動の趣旨と実施概要を

説明し、今後の調整の流れについて了解を得た。すなわち、ギニ

アからの招聘対象者として ANSS、国立公衆衛生研究所

（INSP）、保健省から各 1 名を選ぶ案を提示し、最終的な招聘者

の選任と招聘時期については、ANSS 含めて協議を継続するこ

と、保健省との調整についてはギニア側協力実施機関である

ANSS からの回答を待つこととなった。 

 

 

 

 

 

 

 

写真：保健大臣（右から 3人目）と大臣参謀 

(一番右)(提案法人撮影) 
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図：本邦受入活動の計画内容(提案法人作成) 

（2019 年 11月時点、後に COVID-19 対策影響により代替活動とした） 

 

(2) ANSS 長官への表敬訪問（2019 年 11 月 4 日 14:00～15:00） 

本事業について、M/M の締結から初回渡航まで長期間経過していたことから、概要、趣旨を改めて説明し

た。PPE の着脱等取扱いについては、感染管理対策機能強化の一環としての継続的なトレーニング実施ニー

ズは高く、活動推進について大枠了解をいただいた。 

 研修活動内容の詳細は、東レ側草案を提示し、内容構成への提案と要望を伝え、5 日に ANSS 医療支援局 

と詳細議論を進めることとなった。（添付資料1 研修コンセプト・計画概要） 

 当初想定で研修参加を期待した省内組織、医療機関、検疫施設等について協議を行い、まずはアウトブレ

イク対応に大きく影響を受ける組織を中心に、ANSS が能力強化研修に通常招集する機関の代表者・連絡窓

口に通達することに同意いただいた。いくつかの地方医療機関の感染対策関係者は、ANSS の感染症対策保

健センター（CTEPI）編成要員でもある（主な参加要請対象機関を太字で示す）。 
 

表：能力強化研修招集機関一覧(ANSS 提供情報を基づき提案法人作成) 

ID Sector Organization/Institute Location Remarks 

1 Public 
Ministère de la Santé et de L’Hygiène 
Publique(MS) (DRH, DNH3, SNIEM, DNPM, etc) 

Conakry 中央省組織 

2 Public (LGA) Direction Régionale de la Santé  州レベル保健省組織 

3 Public (LGA) Direction Préfectorale/Communale de la Santé   県・郡レベル保健省組織 

4 Public Centre de Sante du Port  Kaloum 港湾検疫施設 

5 Public 
ANSS (COU/ANSS and ERARE, EPARE, ERID team 
leads at central level) 

Conakry Host organization 
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6 Public INSP Conakry 検査診断支援機関 

7 Public Hopital National CHU Donka Donka 主要公的医療機関 

8 Public VHF laboratory-Nongo (Donka) Nongo ANSS 管轄検査診断機関 

9 Public Hopital National CHU Ignace Deen Kaloum 主要公的医療機関 

10 Public Hopital De L'Amitie Sino Guineene, Kipe Ratoma 主要公的医療機関 

11 Public-local Centre de Sante (415 facilities as of 2017) nation-wide CTEPI として 

12 Public 
Hopital Prefectoral (Coyah and other district 
level) 

nation-wide 
CTEPI への人材ソースと
して 

13 Public-local 
Hopital Regional (Kindia, Boke, Mamou, Kankan, 
Labe, Faranah, N'zerecore) 

regional 
CTEPI への人材ソースと
して 

14 Public-local Centre Médical Communal  6 in Conakry 区レベルヘルスセンター 

15 Para Public Dispensaire 3 in Conakry 産科等診療科特化施設 

16 Public-local Poste de Sante (1020 as of 2017) nation-wide 小規模ヘルスポスト 

17 Bilateral? Laboratoire Guineo Allemand Conakry 
首都圏主要医療検査機関
として 

18 Private Clinique Pasteur Conakry 
首都圏主要医療機関とし
て 

19 Private Clinique Cabinet Medical Thermos Conakry 
首都圏主要医療機関とし
て 

20 Private Clinic Ambroise Pare Conakry 
首都圏主要医療機関とし
て 

s21 Private  Hopital Baptist Matam 私立医療機関 

22 Private Clinique Ibn Sina Ratoma 〃 

23 Private? Clinique Centre Mere (Enfant) Ratoma 〃 

24 Private Clinique Neurolocique Conakry 〃 

25 Private Clinique Nouvelle Gbessia Conakry 〃 

26 Private Clinique des Nations Unie Conakry 
〃（主に国連関係・海外
機関関係者が利用） 

 

また、本邦招聘活動の招聘者は、ANSS、公衆衛生研究所（INSP）、保健省から各 1名(合計３名)を選ぶ案が

有力となった。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真：ANSSでの面談参加者(提案法人撮影) 

（左から医務部長, 副長官, 長官、右から二人目は調達部長） 
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(3) 在ギニア日本大使館への表敬訪問（2019 年 11 月 5 日 16:00～17:00） 

本事業の概要を説明、東レ感染対策衣(“LIVMOAⓇ” D01-001)と従来品のサンプルを手に取っていただ

き、通気性、耐久性の違いについて、ご理解いただいた。また、今後予定している第2 回、第 3 回現地活動

及び本邦招聘活動の時期を説明し、ご協力いただけることになった。久枝参事官からギニアの政治情勢とそ

の今後の見通し、デモ多発箇所、注意点の説明があった。帰国予定日の11 月 7 日にデモが予定されていた

ため、最新の情報を元に行動するよう要請があった。 

4.1.2 研修、教育訓練実施計画に関する協議 

研修、教育訓練の実施場所、対象者、カリキュラム等について、東レおよび ANSS の案を持ち寄り議論し

た。研修の趣旨、内容、手法に関する基本的な考えは、両者で概ね一致していたが、座学による基礎的な情

報と教育的指導により時間をかけたい点、着脱訓練とグループ討議を通した感染対策衣着用の目的やリスク

認識の共有を図る点で、当方の想定より時間と内容の深度を期待する意見であった。 

ToT 中核研修については 2 日間とし、1日目は座学、2日目にトレーニングを想定しており、東レからは最

長でも一か所での研修実施日程は1 日で充分との要望を提案したが、米国はじめ欧米支援機関が 3～5 日間

を標準とするプログラムを実行しており、1 日の研修では身につかないとの実証的見解とANSS 自身の過去

の教訓より、最低でも2 日間としなければギニア側での実施効果を担保するものとして上層部承認が得られ

ないとの主張があった。 

活動時期は、ANSS 側で 12 月は他の予定が詰まっており、更に研修事業を追加することは難しいとのこ

と、1/20～2/8 の期間を実施検討対象として ANSS より提案があった。 

ANSS の希望により研修は1 拠点に複数の機関から受講者を集める案を軸に検討した。研修開催日の１月前

を目途にANSS より選定した対象機関に案内レターを送り、各機関の責任者が参加者を指名する。私立病院

等へは個別訪問案もあるが、全体研修にも声をかけた。現時点での開催場所候補は Nongo-CTEPI(感染症対

策保健センター)とする提案があった。 

研修参加者数の目安は、研修方法を訪問研修からトレーナー候補者のみの集合研修に変更することとな

り、第２回現地活動の際の中核研修では最大50 名で、ANSS 担当者とアウトブレイク対策関連主要医療機

関、感染症対策保健センター（CTEPI）、ラボ研究機関、小規模医療機関（私立病院含む）と保健省関係者

を含む。コナクリ市内のみではなく、キンディア州内各県(コヤ、フォレカリア、デュブレカ、キンディ

ア、マンフェリニア)の関係機関からも可能な限り参加させてほしいとの要望があった。 

研修実施施設候補であるNongo-CTEPI にて、研修用資材の確認、PPE その他資材の保管内容と状況を見学

した。 
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図：敷地内コンテナ数基に保管されている公衆衛生対策資材の様子(提案法人撮影) 
（資材の分別・リスト化等情報管理が必要であると感じ、研修プログラム検討に考慮することとした） 

  

4.2. 第 2 回現地活動 

4.2.1 研修、教育訓練の実施 

ANSS 担当チームとの最終準備協議において、以下の研修プログラム内容に沿って実施計画を調整し、会場

準備等を進めることとなった。 

 ただし、第2回現地活動期間中は、2020 年末に予定されている大統領選挙にむけた反対派デモがコナクリ

市内で激化・継続しており、主要幹線道路の渋滞や封鎖も発生し、外出に際して出向き先や移動ルートへの

制限や外出自粛の必要性もあった。そのため、研修実施日程調整とともに会場や資材準備活動計画におい

て、滞在先ホテル(Dixin)、資材倉庫(Ratoma)、会場(Nongo)、ANSS 本部(Kaloum)を往来する過程で、日本

側派遣人員および現地側協力関係者の安全確保、現地協力機関の業務時間などへの配慮が必要となった。 

 さらに研修日程決定後、会場を予定していた Nongo-CTEPI にて、COVID-19 疑い初例が入院することとな

り、確定診断までの現場施設内の隔離体制、参加者の会場侵入ルートへの配慮等、感染疑い例患者とその家

族の動線管理と診察など医療作業と合わせ、CTEPI 側準備に際し、受入担当医師・スタッフの調整負担は大

きなものとなったと思われる（結果的に陰性と診断された）。 
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表：第 2 回現地活動スケジュール(提案法人作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地到着後、電話・対面で可能な限りANSS 担当者との協議を行い、研修実施日程を決定するタイミングを

図り、参加を募る対象者への連絡周知には迅速かつ効率的な対応が望まれたが、ANSS 担当窓口の尽力によ

り、当日参加予定者の確認・招集が可能となった。 

 別添 2 に研修プログラムを示すが、各プログラム配分時間については、当日の会場室内温度や作業条件に

よって、参加者の集中力や身体的負担を考慮しつつ進めることとなった。 

研修プログラム概要は以下の内容となり、講義に用いた資料1日目・2日目分投影資料を別添 4 に示す。 

■ 研修第 1 日目： 公衆衛生・医療保健対策作業における感染リスク管理の重要性、手洗い・衛生対応

の重要性、感染リスク分析と各人の役割認識に関するグループワーク 

感染対策衣がいつ、どのような状況で必要となるか、およびその背景にある基本的知識として感染リスク

管理と手洗い・衛生の重要性と効果的な手順に関する講義を行い、参加者からの質疑応答、啓発内容と実践

への理解を得た。 

 病院関係者(主に医師)、ラボ関係者(主にラボテクニシャン・臨床検査技師)、CTEPI 医療対応担当者(主に

医師あるいは管理者)の３グループに分かれ、各参加者の所属組織における感染リスクの洗い出し・問題の

共有と意見交換を行った。さらに、対策対象・場・時などの事象分析を試み、各リスク対応について優先度

を考慮しつつ、発生頻度と影響程度を討議し、課題とリスク整理の試行として、グループごとにマッピング

を行った。作成したリスク分析・役割認識マップを使って代表者が討議内容を発表し、同グループ内からの

補足説明を得て他グループからのフィードバックを受けた。グループごとに特性があること、立場の違うグ

ループでリスク認識に差があること、その気づきや客観的分析が必要であることについて、理解を深めた。 
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■ 研修第 2 日目：JICA 5S-Kaizen の取り組み概要に関する講義と PPE 着脱実習（高度感染管理対応型） 

施設内やコミュニティでの感染管理に向け、業務の質的改善を目指し基本である衛生管理概念を含めた５

Ｓの実践を提案した。５Ｓの順守履行により、感染リスク管理を系統立てて実施できる可能性が高まるこ

と、必要な資材の選択や効率的活用が可能となる等の利点と重要性を説き、参加者の高い関心と啓発促進に

むけた理解を得た。 

 PPE 着脱実習では、まず東レで作成した標準的な着脱方法を紹介する動画を放映し、着用および脱衣手順

の概要について確認してもらった。 

 ギニアで実施指導されている着脱方法と比較して細かな相違点について質問があったが、紹介している方

法は、標準的な手法として東レ推奨のものであること、目的とする感染リスク低減を目指すものとして重要

な病原体や汚染に対する配慮を徹底することである旨、手順として強制するものでないこと、現場の状況や

入手できる資材に合わせて最も合理的な方法を選択すべきことを補足説明して理解を得た。以後の実演、ト

レーニングでは、東レ推奨方法で実施し、参加者も各自試着・脱衣を行う流れの中で個々に安全確認の実践

を行った。 

写真：グループ討議結果の発表（ラボ関係者グループ）     写真：フィードバックと議論の様子(提案法人撮影) 

(提案法人撮影) 

写真：講義の様子(提案法人撮影)          写真：グループ討議の様子（病院関係者グループ） 

(提案法人撮影) 
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 東レ社員による実演にて着用手順を示し、注意点等の補足説明を加えた後、参加者が実際に着用し、東レ

社員、ANSS トレーナーが巡回して指導した。同様に、脱衣についても東レ社員による実演にて脱衣手順を

示し、注意点等の補足説明を加えた後、参加者が実際に脱衣し、

東レ社員、ANSS トレーナーが巡回して指導した。 

 不適切な脱衣の例として、ウイルス等汚染物を模擬した蛍光塗

料を感染対策衣の外側全面に付着させ、汚染面を不用意に手指で

触れることで、PPE 内部に着用した試験用アンダーウェアに汚染

物が広がる危険があることをブラックライトによる発光検知によ

り実演で示した。 

 着脱トレーニングに使用した PPE は感染リスクのある汚染物が

付着していると想定し、研修会場での回収から焼却施設までの作

業、燃焼状況を確認してもらった。今回は機械焼却炉を使用せ

ず、安全な場所・設備にて焼却処理を行い、東レ製品も他社製品

同様助燃作用があること、焼却炉内が高温になりすぎないように

焼却医療ゴミ量等を管理調節する必要がある旨注意喚起と説明を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 
 

     写真：着脱トレーニングの様子(提案法人撮影)     写真：着脱研修で使用したPPEの廃棄焼却(提案法人撮影) 

研修の最後に、各所属機関での感染リスク分析・管理啓発にむけて、学びの要点を各自確認してもらった。

参加者代表としてDonka 病院診療部長に総括して頂き、主催側からは各参加者への研修成果と今後の拡大研

修実施の目標確認を行った。 

■ 研修実施後フォローアップのための資材準備・配布作業 

参加者が各所属組織に戻った後、３～４月に各組織で自主的な研修、着脱訓練を計画・実施することを依頼

し、必要な資材と着脱マニュアルの送付手配を実施した。 

研修を受講したことを証明する修了証を、主催者から参加者個々に授与した。 

 

 

 

写真：蛍光塗料を使った脱衣実演(提案法人撮影) 
（左：適切な着脱例、右：不適切な着脱例） 
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 図：修了証(提案法人作成)                  写真：修了証授与風景(提案法人撮影） 

4.3. 本邦受入活動（代替活動） 

第 2回現地活動終了後の2020 年 2 月以降、COVID-19 感染拡大が日本、その後世界で報じられ、海外渡航

に際しては感染リスクだけでなく、入国制限や隔離措置を取る国が増えてきた。これを受け JICA より 3月

3日付書状にて渡航(本邦受入)の延期要請があったが、その後も状況は改善せず 3月 25 日付書状にて当面

の間の海外渡航を見合わせる指示となり、本事業における本邦受入活動、第 3 回現地活動を延期する事態と

なった。 

 さらに、6月 1 日付 JICA 書状により活動の計画・見直しに関する通知を受けたため、延期して先延ばしす

るのではなく、人の移動を伴わずに実行する代替活動への計画変

更の検討を開始し、JICA 承認の下、実行に移すこととした。 

現地コナクリにおいても、2020 年 2 月に COVID-19 感染が疑われ

た渡航者症例が、Nongo CTEPI に収容されていた（後に陰性と診

断された）。3 月以降、日本や渡航中継地であるフランス等欧州

諸国での急激な COVID-19 感染拡大によりWHO が「国際的に懸念さ

れる公衆衛生上の緊急事態(PHEIC)」を発動、4月以降各国で国外

への渡航中止勧告や外国からの渡航受入れ拒否の状況が続いた。

アウトブレイクに増減の波はあるが、検疫隔離措置等の必要性や

二国間関係にも配慮すべき課題でもあり、当該活動実施計画の具

体的な目途が立ちにくい現状から、以下に示す状況を考慮し、苦

渋の決断としてギニア現地側担当機関の合意を得て、代替活動に

取り組むこととした。 

＜東レ側の主な計画変更判断背景＞ 

本邦側の外部人材（受入活動計画において訪問先・情報協議先と

して想定していた組織・医療機関関係者含め）が、COVID-19 対応 

の渦中にあること。東レ事業計画において年度をまたいでの活動

遅延が、人事配置計画の点からも障害となる可能性があること。 

 
図：COVID-19 対策の例 

(出所：首相官邸、厚生労働省) 
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＜ギニア側の計画変更判断背景＞ 

本邦同様、カウンターパートおよび感染対策関係機関が COVID-19 対応の中心組織であること、招聘対象人

材がその組織メカニズムにおいて統括・指揮を執る立場にあり、検疫隔離期間を含めた長期にわたる不在が

許容されないこと。 

以上によって、主に COVID-19 対策に資することに配慮した代替的な情報共有を行い、東レ感染対策衣

(“LIVMOAⓇ” D01-001)の製品詳細追加情報を、将来的な調達向け参考資料として活用頂くことを念頭に供

与説明し、合わせて本邦にて活用されている以下の COVID-19 対策資料を提供し、参考としてもらった。 

■ ３つの「密」を避けましょう（首相官邸、厚生労働省）（前頁右下） 
■ 家庭生活注意ポイント・リーフレット（厚生労働省）（下） 
■ 令和 2 年度の熱中症予防行動の留意点について ～「新型コロナウイルスを想定した『新しい生活様

式』における熱中症予防 
 

図：家庭生活注意ポイント・リーフレット（出所：厚生労働省） 

また、第 2回現地活動にて実施した研修内容に加えて、東レ感染対策衣(“LIVMOAⓇ” D01-001)の製品詳細

情報を共有し、他社製品との相違点、独自の透湿性、着脱簡便化への配慮や機能性について、質問や照会、

コメントを受けた。次頁に製品の抜粋資料（英文版）を示す。 
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図：製品詳細情報(提案法人作成) 
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表：当初業務計画からの「本邦受入活動」代替変更内容(提案法人作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真：INSP への製品説明の様子 (提案法人撮影) 

図：LFH 所長からの書面（左） 

東レ製品を用いた業務で、快適性や作業効率に

おいて比較優位性があるとの見解を示された。 

 

写真：ANSSへの製品詳細と品質比較説明の様子－ANSS長官（右） 

(提案法人撮影) 
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4.4. 第 3 回現地活動（代替活動） 

第 2回現地活動として実施した ToT 研修参加各機関が行った研修状況について、適正使用の普及・定着に

向けた理解や実践について選択的にフォローアップを行う計画であったが、上記 4.3 本邦受入活動中止の判

断事由に同じく、当初計画にあった第 3回現地活動のための渡航についても断念せざるを得ない状況であ

り、各参加機関における研修活動状況について遠隔で情報を得ることとなった。 

現地各機関における研修実施状況については、別添 5に代表的な事例を示す。 

ToT 研修およびフォローアップにて、共通して寄せられた感染対策衣とリスク管理に関するコメントは PPE

着脱・取扱い等全般に対し、以下のような内容が挙げられ、東レ製品の構造、着脱の簡便性、安全確保にむ

けた品質確立、デザインの改良がさらに継続的に検討されるべきとの理解に至った。 

■ 高透湿性を具備する製品でも、屋内・屋外で心身への負担が異なる。 

■ カバーオールを着用すること自体でかなり暑い・蒸れる。着用しないという選択肢がないのであれば、

より快適で作業効率を担保できる製品が有り難い。 

■ 高度感染管理用同クラス他社製品の選択肢は少なく、特にフィルムコートタイプの製品は着用作業時に

ノイズが大きく作業中のコミュニケーションや環境配慮に困難が生じる。この点は“LIVMOAⓇ”（現モ

デル）では改善される。 

■ 途上国作業環境では屋内であっても床面が土間など粗い表面であるケースが多く、摩耗、穴あきが早い

ためシューカバーの使用シーンは稀。ゴーグル

の装着順序が従来とは異なる（これまではヘッ

ドカバーの上から装着していた）。 

■ インナー手袋を装着した状態でアウター手袋を

装着する等の細かい作業が難しい。 

■ 脱衣時の感染リスク配慮、二次汚染の予防にむ

けた研修徹底や実践プロトコルの確立には更な

る研鑽が必要と考えられ、技術的な支援の継続

が必要である。 

■ 東レ感染対策衣(“LIVMOAⓇ” D01-001)は現状

では継続的に調達しにくい（価格が高い）。 

一般的な流通ルート・ローカルベンダーから入

手できない。 

■ 東レ感染対策衣(“LIVMOAⓇ” D01-001)の前面

部シール貼り部分をはがすのに指先等が使いづ

らい（グローブ装着していることもあり） 

 

表：第2 回現地活動実施におけるToT 研修参加機関リスト 

（2020 年 2 月 6－7 日 Nongo-CTEPI にて実施）(提案法人作成) 

Zone No. Institut/Organization 

en
 d

eh
or

s 
de

 
C

on
ak

ry
 1 CTEPI Coyah 

2 CTEPI Dubreka 
3 CTEPI Forecariah 
4 CTEPI Kindia 
5 CTEPI Manférinya 

à 
l'in

té
rie

ur
 d

e 
C

on
ak

ry
 

  

6 CMC Coleah 
7 CMC Matam 
8 CMC Miniere 
9 CMC Ratoma 

10 CT-EpiA  (militaire) - Camp Alpha Yaya 
11 Hopital Nationale Donka 
12 Hopital I.Deen 
13 Labo Ghineo-Allemand 
14 Clinic Pasteur 
15 Saint Gabriel 
16 Searice de sante port Conakry 
17 Hopital Sino-Guinee 
18 SMIT 
19 INSP 
20 Clinic Dr Thermo 
21 CTEPI Nongo 
22 LFH 
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第5章 本事業の総括（実施結果に対する評価） 

5.1. 本事業の成果（対象国・地域・都市への貢献） 

ギニアでは感染対策対応能力のレベルアップが喫緊の課題であり、今回の研修全体を通じて参加者の関心

の高さ、学習研鑽意欲の高さが感じられたことから、前述の課題に対して具体的な進展が期待できた。 

 第 2回現地活動における2 日間の研修実施により、対象地域・保健医療対策機関の合計 22 機関に対し、42

名（女性9名）のトレーナー育成（ホスト機関ANSS 参加者・監督者含む）と約20 名の研修医および対策サ

ポートスタッフの意識啓発と実技指導を行った。 

 研修には座学講義のみでなくグループ討議の形式を取り入れ、感染リスクを具体的な自己の問題と認識さ

せることを試みた。これにより積極的な取組みを促し、緊迫感を生む具体的で客観的な議論が活発に行われ

た。さらに、参加各機関に東レ製品“LIVMOAⓇ”を含むPPE 資材を配分し、各々の研修プログラム、着脱の

経験的実践と感染リスクの確認を行ってもらい、機関・施設ごとの課題や継続的な作業プロセスの確認・研

鑽の必要性を認識してもらった。大規模な公的医療機関においては、分配資機材が充分ではない中ではある

が、座学講義には50 名以上の聴講と質疑が行われ、着脱実習も組織内部局レベルで実践された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真：大規模医療機関における研修講義風景        写真：医療機関各部局での着脱実習の様子 

(自主研修実施機関ご提供)                (自主研修実施機関ご提供) 

スタッフ層の厚い大規模・中規模医療機関では、医師・看護師に加えて検査技師、さらには施設管理（医

療廃棄物収集なども行う）サポートスタッフが聴講・実習参加と見学を行った。 
 CMC や Dispensary など人員配置が小規模機関では、トレーナー含めて 4－5 名での、作業環境下感染リスク

に関する意見交換、PPE 着脱実習が行われた。 

 座学講義には、第 2回現地活動にて実施した研修時に使用されたプレゼンテーションや感染対策衣

(“LIVMOAⓇ” D01-001)の着脱 DVD 資料が用いられた（機関ごとの要請に応じてANSS が供与）。本事業活

動を通じ、コナクリおよび隣接するキンディア州内の大規模公的医療機関3、私立医療機関2、検査対応機

関を含む中・小規模保健医療機関17 施設において、医師（研修医を含む）、検査技師、ヘルスワーカー、

施設管理サポートスタッフを含め、少なくとも300 名以上の感染対策関係者の感染予防対策啓発に資するこ

とができた。主に首都コナクリ域内および隣接するキンディア州内各県(コヤ、フォレカリア、ドゥブレ

カ、キンディア、マンフェリニア)を管轄する感染対策関係機関をカバーしている。（次頁地図） 

なお、当初計画では、コナクリ州、キンディア州、ボケ州を事業実施場所としていたが、ANSS の意向によ

り遠方からの ToT 招集が見送られ、かつ第 3 回現地活動において、個別訪問による指導が不可能となったた

め、結果としてボケ州では事業を実施できなかった。 
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本事業活動を通じ、ギニア国現地関係機関において、自らの組織や他の組織における感染リスクを実際的

に想定しつつ、様々な現場の状況に応用して考え、実行できる人材の育成、感染対策対応能力のレベルアッ

プに向けた組織的な意識啓発と継続的な取り組み促進に向け、実際的な体制支援にむけた資材ツールを導入

展開できたこと、その活動を通じ日本の製品開発技術に対する評価において有意義に貢献できたと考える。

これは、研修(座学)における各種感染リスクの紹介と感染リスクの異なる様々な機関からの参加者によるグ

ループ討議においてリスクの洗い出しと重みづけの整理を実施したこと、300 名以上の感染対策関係者が東

レ感染対策衣の着脱を体験したことによる。 
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5.2. 本事業の成果（ビジネス面）、及び残課題とその解決方針 

 

 

# タスク 
ビジネス展開に
向けて事業内に
実施すべき項目 

活動計画と実績 達成状況と評価 残課題と解決方針 解決へのアクションと時間 
第 1 回 
(現地) 

第 2 回 
(現地) 

第 1 回 
(本邦) 
代替 
活動 

第３回 
(現地) 
代替 
活動 

1 市場環境・ 
現地ニーズの確
認 

    
残
課
題 

・ 現地では、資材・人材の不足
により医療スタッフ等への意識
啓発やスキル充実が十分でな
く、人材層の拡大と質的向上
が課題であることを確認した。 

・ 東レ感染対策衣について、透
湿性が高いことによる業務効
率化と安全確保が両立する点
で品質を支持するコメントを得
た。 

・マルチ・バイ保健開発専
門機関の見解をヒアリ
ングすることで、市場環
境・現地ニーズについて
多面的に情報を集め、
確度を高める。 

 

・時期未定であるが、現地
渡航が実現した際に、マル
チ・バイ保健開発専門機
関に東レ品サンプルを提供
し、試着いただき見解を得
る。 

2 ユーザーによる東
レ感染対策衣の
着脱性、快適
性の体感 

  完 

・ ANSS が指定した病院、ラボ、
感染症対策保健センター等２
１の医療機関・施設からトレー
ナー候補者約６０名を集めた
研修（２月６日～７日：２
日間）を実施し、東レ感染対
策衣の着脱を体感した。 

・ 第３回現地活動（代替活
動）にて総勢 300 名以上が
着脱を体感し、PPE 着脱全般
に対して意見を集約した。 

― ― 

3 東レ感染対策
衣に対する技術
的理解促進 

   完 

・リモートによる代替活動であった
が、技術資料の提供により、一
定の理解が得られた。 

 
 
 
 

― ― 
（今後、ビジネス展開を進
める上で追加の質問、問
合せがあれば、応答する） 

4 東レ感染対策
衣の着脱方法
習得状況確
認、フォローアップ    完 

・ギニア・コナクリおよびキンディア州
内各県の医師、検査技師、ヘル
スワーカー、施設管理サポートス
タッフを含む、300 名以上に東レ
感染対策衣を使った着脱トレー
ニングを実施することができた。 

 
 

― ― 
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5.2.1. 本事業の成果（ビジネス面） 

本事業を通じてビジネス面の成果として、第１に市場環境・現地ニーズを再確認することができた。市場

環境としては、安全性が高い（血液・ウイルスバリア性 クラス６) 感染対策衣としては、透湿性がなく暑

さと蒸れを感じやすい製品の使用がほとんどで、東レ感染対策衣のように安全性と透湿性の両立をコンセプ

トとする製品は現流通市場においては未だ実用段階にはないことを確認した。現地ニーズとしては、首都の

コナクリと隣接するキンディア州の感染対策関係機関において、資材・人材の不足により医療スタッフ等へ

の意識啓発やスキル充実が十分でなく、人材層の拡大と質的向上が課題であるため、感染対策衣をはじめと

するPPE のニーズがあることを確認した。東レ感染対策衣については、透湿性が高いことによる業務効率化

と安全確保が両立する点で品質を支持するコメントが得られた。特に気温が高いアフリカ、東南アジア地域

で、設備環境が十分とは言えない建物、屋内であっても空調がないか、十分に効かない場所、直射日光を浴

びる屋外で歩行や激しい運動を伴う場面等において有用であることを確認した。市場環境・現地ニーズにつ

いて、現地で活動するマルチ・バイ保健開発専門機関から見解をヒアリングし、多面的に情報を集め、情報

の確度を高めることを計画していたが、第 2 回現地活動における研修・トレーニングにおいては日程調整が

不調となり、さらに第3 回現地活動においては計画を変更し、リモートによる代替活動となったため実現で

きなかった。今後これを実現するためのアクションとして、時期は未定であるが、現地渡航が実現した際に

マルチ・バイ保健開発専門機関に東レ品サンプルを提供し、試着の上、見解を得る方針とする。 

第 2の成果として、ギニア側関係者が東レ感染対策衣を実際に着用し着脱性や着心地、快適性を体感し、

同対策衣の評価結果を得たことが挙げられる。第2 回現地活動で実施した着脱トレーニングでは、研修環境

の問題や時間的制約があり短時間の着用とせざるを得なかったが、約 60 名のトレーナー候補者が実際に東

レ感染対策衣を着用した。第 3回現地活動(代替活動)においてはさらに規模を拡大し、医師（研修医を含

む）、検査技師、ヘルスワーカー、施設管理サポートスタッフを含む、300 名以上の公衆衛生対策関係人員

が着用した。東レ感染対策衣の着脱体験を通じて、体験者から寄せられたコメントから、東レ感染対策衣

(“LIVMOAⓇ” D01-001)の着脱性や透湿性（暑さ・蒸れの軽減）、生地が柔らかいことに起因する摩擦ノイ

ズ軽減等を他社品との違いとして実感し、認知度向上に効果があったことが伺えた。 

第 2回現地活動では集合研修の形式であったため、参加者の各所属組織における現場の実情や個別就労環

境を考慮した着脱指導と PPE 活用といったきめ細かな指導は充分とは言えないが、初期・導入研修として意

義ある機会・内容ではあった。継続的な感染対策強化に向け、一例として清潔な着脱エリアの整備などの設

備改善と連動したより安全な着脱方法の検討およびその指導など、今後は組織連携的なアプローチが取れる

体系的な能力強化プランの立案が期待される。現地情勢によって研修実施が2 日間に短縮されたことで、感

染症標準予防策（Standard Precaution）や５Ｓのモデル実践、感染対策衣着用状態での軽作業体験と作業

中の感染リスク管理について、指導深度が限定的なものとなった。着用感、着脱容易性等のインタビュー、

意見聴取については、感染対策衣の着用状態での軽作業体験を行う中で実施すべきであり、感染症標準予防

策や５Ｓのモデル実践と合わせて、より効果的な体制強化支援活動を検討する必要があると考えられる。 

 第 3の成果として、東レ感染対策衣に対する技術的理解を促進させることができた。関係者がCOVID-19 対

応の渦中にあったため、COVID-19 対策に資することに配慮した情報共有を行い、感染対策と熱中症対策を

両立させることの重要性とそれに対する東レ感染対策衣の特長を理解いただいた。 

 第 4の成果として、第 2 回現地活動でトレーナー候補者に対する研修を実施したが、そこで育成したトレ

ーナーが自らの所属機関・組織にて訓練を実施した。その状況を報告、写真等（別添5 参照）で確認するこ

とで着脱方法の習得、スキルアップが進んでいることを確認した。 

 なお、ギニア政府に PPE 調達のための予算が少なく、外国からの無償資金協力に依存している実態が判っ

たこともビジネス面の成果として挙げられる。また有力パートナー候補としてはアフリカ地域にネットワー

クを有する商社として豊田通商(株)系列の CFAO 社や LABOREX 社、Pharmacie Centrale 社などがあり、小売
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業者への卸販売等に関して協力体制の構築を目指したが、第3回現地活動を遠隔にて実施する代替活動とし

たことで現地にて面談する機会を失ったことで、ビジネス条件の合意形成には至っていない。 

5.2.2. 課題と解決方針 

第1 のタスクである市場環境・現地ニーズの確認について、マルチ・バイ保健開発専門機関との会合、意

見交換の機会を得ることができなかった。多面的に情報を集め確度を高めるため、今後現地渡航が実現し

た際に、マルチ・バイ保健開発専門機関に東レ品サンプルを提供して試着いただき見解を得ることとす

る。 

第 3 のタスクである東レ感染対策衣に対する技術的理解促進については、本邦受入活動の代替活動により

東レ感染対策衣の製品詳細情報を共有し、質問や照会、コメントを受けており、当初の目標は達成してい

るが、今後も追加の質問や照会が寄せられる可能性もあるので、適宜応対していくこととする。 

 

第6章 本事業実施後のビジネス展開の計画 

6.1. ビジネスの目的及び目標 

6.1.1. ビジネスを通じて期待される成果（対象国・地域・都市の社会・経済開発への貢献） 

ギニアをはじめとするアフリカ地域に対しては、これまでは東レ感染対策衣(“LIVMOAⓇ” D01-001)を実

証研究協力として寄贈する状況で、外国からの支援機関が活動展開する際に試着比較してもらう等、アウト

ブレイク対応展開時等でスポット的に、組織限定的に少量の製品を供与することにとどまるものであった。

現状ではギニア等途上国が高スペックの感染対策衣を継続的に購入するには、当該国における本態的な財政

問題に加えて、国際的な調達チャネルが支援事業等に限定される等、社会インフラ上の課題もあるが、今後

ギニア政府が独自の予算・施策で防疫対応が行える等の財政面・政治面で自立し、ビジネスとして東レ感染

対策衣の提供を継続的、恒常的に支えられる体制が整えられれば、将来的には次のような貢献可能性がある

と考えられる。 

東レ感染対策衣は快適性と安全性を高レベルで両立したものであり、ギニア国における医療従事者、感染

症対策センター、ラボ技術者等に安全かつ快適で、効率的な保健医療サービス業務の実施を支援する環境が

提供できる。医療関係人材の安全かつ効率的な保健医療サービスが面的に拡大提供され、国民の感染症対策

が効果的に遂行されることにより、予測不可能な感染症アウトブレイクによる国民の健康リスクや医療機

関・院内感染が管理可能となり、関係政府機関や医療機関への信頼が強まり、感染症への不安が減少する。

結果的には、国民全体の健康寿命が延び、慢性疾患等への医療資源配分計画が効果的に立案可能となり、社

会的・経済的活動がより一層活性化して経済発展が実現する一助となることが期待される。そのために必要

不可欠な公共材として、感染防護衣の重要性と具備すべき品質・機能を評価してもらえること、比較優位性

のある必需品であるとの認識が継続的に得られることを期待している。 

感染対策に使用される資材の選択や調達競争に関係して、現地ギニアでは、EVD 対策の経験を通じて現地

側関係機関にも支援配備された資機材に対し客観的な評価能力が備わってきている。今後、同じ資機材でも

活用シーンや投入人材のレベルも多様化してくると考えられるが、感染防護衣の有用性や活用範囲の検討に

おいては、東レ製品の品質を調達選定の判断指標の基準の一つとして認識してもらえることを期待してい

る。現地展開する他ドナー・パートナーや研究機関との協力体制を講じつつ、ギニア関係機関を通じて東レ
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製品に対する認知評価の向上を働きかける必要があるが、この点においては本邦からのロジスティクス機能

の拡充と、本邦からの保健開発ODA チャネル等への更なる働きかけによる相乗的な成果達成を期待したい。 

6.1.2. ビジネスを通じて期待される成果（ビジネス面） 

本事業により、ギニア国の感染対策関係機関の代表者・担当責任者の研修参加が実現し、研修活動を通じ

て東レ製品を手に取って着脱トレーニングを実施し、東レ製品の外観、着心地や縫製品質について実感いた

だいた。これを足掛かりとしてANSS を中心としたギニア政府・保健省関係機関が、感染対策強化に向けた

モデル事業の成果事例として東レ製品を活用した第三国研修への協力や保健協力外交に活用いただけるよう

ANSS に働きかける。さらには、ギニア関係機関から同国で活動するマルチ・バイ保健開発専門機関（WHO、

CDC、赤十字、MSF、各国疫学調査モバイルチーム・現地研究ラボ運営機関等）に対して、製品評価に基づく

調達要請等にて自発的な働きかけが促進され、東レの販路拡大の機会が拡がるよう ANSS に働きかける。 

6.2. ビジネス展開計画 

6.2.1. ビジネスの概要 

企業機密情報につき非公開 

6.2.2. ビジネスのターゲット 

企業機密情報につき非公開 

6.2.3. ビジネスの実施体制 

企業機密情報につき非公開 

6.2.4. ビジネス展開のスケジュール 

企業機密情報につき非公開 

6.2.5. 投資計画及び資金計画 

企業機密情報につき非公開 

6.2.6. 競合の状況 

企業機密情報につき非公開 

6.2.7. ビジネス展開上の課題と解決方針 

企業機密情報につき非公開 

6.2.8. ビジネス展開に際し想定されるリスクとその対応策 

企業機密情報につき非公開 
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6.3. ODA 事業との連携可能性 

6.3.1. 連携事業の必要性 

同国の財政事情から必要量の感染対策衣を継続確保していくには諸外国からの支援に頼る可能性が大きい

ことから、東レ感染対策衣が継続して使用されるためにもODA 事業の実施は望まれる。直近の 2020 年には

COVID-19 が世界的に拡大していることもあり、ギニア国のみでなく、西アフリカ各国、中東、アジア新興

国等、今後も感染症アウトブレイクや公衆衛生対策強化を必要とする国・地域を対象とし、関係保健機関の

支援やトレーニングプログラムの展開も有益と考えられる。 

6.3.2. 想定される事業スキーム 

ギニアでの東レ感染対策衣の評価が定着した後、更なる市場展開と製品認知の拡大にむけ、感染症対策支

援を対象に含む無償資金協力、技術協力、円借款等のスキームによりさらに同国の感染対策を強化していく

ことが考えられる。国際機関の調達案件には、世界銀行の非常用供給品調達や、他国際機関による現地保健

開発・緊急対応プロジェクトへの実施パートナーとしての参画、あるいは民間連携事業者としての参加機会

の探索が挙げられる。我が国の省庁経由での予算支援や調達案件の事例には、外務省からの保健・医療関連

支援事業である無償資金協力（経済社会開発計画）等調達案件への参入、国際機関プロジェクト支援、JICA

緊急援助プロジェクトでの調達案件への参画が考えられ、その機会を得るための事業予算支援計画等情報を

機敏に獲得する必要がある。感染症対策強化を必要とする周辺アフリカ諸国や中東・アジア諸国市場に向

け、ギニアでの事業モデルでの成果をアピールしていく必要がある。 

また、JICA における感染症対策関連事業展開に際し、本邦派遣者および現地側協力機関との対策強化支援

ツールとしての活用検討が期待される。例えば保健システム・マネジメント強化プロジェクトや保健人材開

発促進プロジェクトのようなものが、ギニア含めて今後も継続発展的に行われる可能性があると思われ、緊

急援助事業含めた各種JICA スキームでのプロジェクト実施支援ツールとして東レ感染対策衣を提案する可

能性を検討する。 

本事業によりギニア国におけるトレーニングプログラムの実行と人的交流が行われたが、プログラム実施

規模の拡大や継続性がさらに期待され、今後の展開を図る可能性としては以下のような事業が考えられる。 

① JICA-SATREPS あるいは J-GRID 等国内での感染症対策研究機関・大学等の現地事業展開支援ツールと

しての活用 

② UNDP や UNOPS, IOM 等途上国現地での健康安全保障・保健関係プロジェクト、検疫体制強化支援にむ

けた対国際機関支援事業への参画（国際機関への日本人スタッフ投入支援等の機会を含む） 

③ 海外医療支援組織との製品開発協力連携、現地事業展開に対する製品支援 

④ 感染対策領域における国内医科学研究開発事業を通じた海外活動展開支援 

6.3.3. 連携事業の具体的内容 

具体的な連携事業検討事例としては、実施検討中の内容含めて以下の可能性が考えられる。 

① アフリカ圏にて JICA 事業を展開する SATREPS や J-GRID あるいはザンビアやガボンで活動する本邦大

学、インドネシアやタイ等での本邦協力大学の研究開発支援・現地専門人材育成事業における感染対策

支援として東レ製品の導入を図る。 
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② WHO における品質評価協議にも影響力をもつ国際医療NGO（各国赤十字、MSF あるいはALIMA 等）との製

品開発協力を進め、感染症対策資材における国際市場での位置づけ・認知度向上を図る。 

前記6.3.2②および④の対象事案を検討する上では、関係国際フォーラムや協議に関する情報について、

JICA 含めて関係省庁機関からの情報収集や国際開発協力における会合や企業参加展示会等の機会を拡げ、

連携の可能性模索を検討する。 
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< Avertissement et clause de non-responsabilité concernant l'utilisation de ce rapport > 

・Le contenu de ce rapport est basé sur les informations disponibles au moment de sa préparation, telles 
qu’elles ont été confiées par la JICA à la société mandatée. Le contenu de ce rapport peut changer en fonction 
de changements ultérieurs dans les conditions sociales, des modifications apportées à une loi, etc. En outre, 
certaines informations et certains commentaires figurant dans ce rapport se basent sur des appréciations de 
la société mandatée. Il n’est pas garanti que les informations et les interprétations courantes soient de même 
nature. Si vous entreprenez une action sur la base des informations fournies dans ce rapport, veuillez le faire 
sous votre propre responsabilité. 
・La JICA et la société mandatée se dégagent de toute responsabilité pour tout dommage résultant de 
l'utilisation de ce rapport par les utilisateurs. 
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1. Contexte du projet 

La Guinée est une république de 12,41 millions d'habitants située à l'extrémité ouest de l'Afrique de l'Ouest. 
Elle a établi des relations amicales avec ses voisins d'Afrique de l'Ouest et de nombreux pays développés, et 
s'efforce également d’étendre la coopération et le développement économiques avec le Japon. Le pays a été 
touché par une épidémie de maladie à virus Ebola (MVE) entre 2014 et 2016. Classée comme maladie 
infectieuse de catégorie I au Japon, cette maladie est hautement mortelle en cas de transmission. Même une 
fois cette épidémie terminée, des infections de fièvres hémorragiques graves autres que la MVE, telles que 
la fièvre de Lassa et la fièvre hémorragique de Crimée-Congo, se produisent sporadiquement dans les pays 
voisins. En raison de la difficulté à différencier celles-ci de la malaria qui frappe déjà la région, il importe que 
le personnel médical et les responsables des mesures de santé au niveau de la population de la région gèrent 
aussi bien que possible les risques d'infection. Comme d'autres pays de la région de l'Afrique de l'Ouest, la 
Guinée manque de ressources médicales, y compris au niveau de ressources humaines, ce qui constitue un 
défi majeur en matière de santé pour le pays. 

2. Technologie diffusée dans le cadre de ce projet 

Les équipements de protection individuelle (EPI), tels qu’en premier lieu les tenues de protection contre les 
infections mais également les lunettes de protection, les masques, les gants, etc., empêchent la propagation 
des maladies infectieuses déjà présentes par le biais des soins dispensés aux patients infectés ou 
soupçonnés d'être infectés, ainsi que des activités du personnel médical et des responsables des mesures 
de santé. Aujourd'hui que les épidémies de maladies infectieuses sont traitées comme constituant des crises 
sanitaires internationales, ces équipements ne servent pas uniquement de mesures préventives prises par 
les établissements de soins de santé sur une base individuelle, mais contribuent également à la prévention 
des maladies infectieuses en tant qu'outils concrets au niveau de réponse de santé publique à l’échelle 
nationale. 

En particulier, la tenue de protection contre les infections (« LIVMOAⓇ » D01-001, ci-après dénommé 
LIVMOA) développée par Toray Industries, Inc. (ci-après dénommé « Toray ») qui est le contractant de ce 
projet, offre une sécurité élevée (barrière contre l’exposition aux virus et au sang) reconnue par une 
certification et possède également une perméabilité importante à l'humidité. Elle a été développée pour servir 
de produit adapté aux mesures de santé publique en Guinée, c’est-à-dire convenant aux exigences des tâches 
accomplies dans un environnement chaud et humide, y compris en extérieur, comme l'enterrement des 
cadavres infectés. Cette tenue peut ainsi apporter une contribution efficace sur les divers terrains du contrôle 
des infections. 

3. Objectifs du projet 

Le premier objectif du projet est de renforcer la formation des ressources humaines actives dans le domaine 
de la lutte contre les infections, qui est devenue une question de première urgence ces dernières années. 
Dans ce cadre, le projet introduit le produit LIVMOA de Toray en combinaison avec du matériel éducatif sur 
la façon de l'utiliser correctement aux organisations liées au contrôle des infections en Guinée, et fournit une 
formation sur la façon de l’enfiler et de le retirer. Grâce à ce soutien au développement des ressources 
humaines, le projet contribue au renforcement des capacités de contrôle des maladies dans le pays en 
participant à la sécurité professionnelle du précieux personnel œuvrant pour les mesures de protection au 
sein du ministère de la Santé et de l'Agence nationale de la sécurité sanitaire (ANSS), de même qu’à une plus 
grande efficacité de leur travail (en améliorant la qualité de celui-ci et en prolongeant la durée pendant laquelle 
l’équipement peut être porté). 

La formation accueillera des participants des organisations suivantes : organisations de lutte contre les 
infections des institutions de santé centrales située à Conakry (ANSS et autres organisations au sein du 
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ministère de la Santé, institutions de santé publique, institutions de santé au niveau de la préfecture, 
institutions de santé privées utilisées par les résidents étrangers et les agences d'aide étrangère, cliniques et 
dispensaires communautaires, y compris les services obstétriques, organisations de diagnostic et de test, y 
compris la quarantaine portuaire, les institutions de recherche en laboratoire) ainsi que des Centres de 
traitement des épidémies (CTEPI) dans les préfectures voisines de Coyah, Forécariah, Dubréka, Kindia et la 
sous-préfecture de Manférinya, où les mouvements de population sont fréquents et la circulation des biens 
sur les marchés peuvent facilement avoir des conséquences importantes. La participation de la préfecture de 
Boké, qui a joué un rôle important comme base de lutte durant la réponse à la MVE, en raison notamment du 
dynamisme des échanges qui y ont lieu dans le domaine de la pêche avec les pays voisins et le flux de 
travailleurs migrants de la bauxite, est également attendue. 

Le deuxième objectif est d'approfondir la confiance dans la technologie, la qualité et la sécurité des produits 
Toray en faisant porter aux participants la tenue de protection contre les infections Toray LIVMOA lors de 
sessions de formation, d'encourager l'utilisation continue des produits Toray également à la suite de ce projet, 
de renforcer la reconnaissance de ceux-ci lors des commandes publiques et d'établir une part de marché 
stable sur le marché local. En outre, les résultats de ce projet serviront aussi à un développement non 
seulement en Guinée, mais également dans les pays voisins d'Afrique ainsi que d'Asie, de même qu’à faire 
plus largement connaître les technologies de pointe originaires du Japon qui contribuent aux activités de lutte 
contre les infections dans les pays en développement et émergents. À travers la formation dispensée dans le 
cadre de ce projet, l'objectif est de renforcer la reconnaissance des produits Toray et de leurs caractéristiques 
en permettant aux personnes concernées de faire l’expérience de la supériorité des produits Toray sur leur 
lieu d’activité, et de leur donner envie de continuer à utiliser de tels produits lors des commandes publiques 
futures. 

4. Éléments du projet mis en œuvre 

 Bien qu’il fût initialement prévu de mener des activités sur le terrain par trois fois et une autre au Japon en y 
accueillant des participants, la propagation dans le monde de la nouvelle maladie à coronavirus (COVID-19), 
immédiatement après la formation des formateurs lors de la deuxième phase des activités de terrain en février 
2020, a rendu les déplacements à l’étranger difficiles. Par conséquent, la troisième activité sur le terrain et 
celle qui devait accueillir les participants au Japon ont été remplacées par des activités alternatives. 

 Pour la première activité sur le terrain, des visites de courtoisie ont été effectuées notamment au ministre de 
la Santé du gouvernement guinéen, au comité exécutif de l'ANSS et à l'ambassade du Japon en Guinée afin 
de confirmer l'environnement du marché et les besoins locaux en Guinée. Des discussions au niveau 
opérationnel ont également été entamées pour la formation et les exercices à proposer dans le cadre de la 
deuxième activité sur le terrain. 

Lors de la deuxième activité sur le terrain qui a suivi, une session de formation de deux jours a été organisée 
avec environ 60 représentants d’organisations liées au contrôle des infections (candidats formateurs) de la 
capitale de la Guinée, Conakry, et de la préfecture voisine de Kindia, afin de consolider la formation des 
ressources humaines dans le domaine du contrôle des infections et de fournir une formation pratique sur 
comment enfiler et retirer la tenue Toray LIVMOA. Il a été demandé à chaque participant d'élaborer et de 
mettre en œuvre un programme de façon autonome à leur retour dans leur institution ou organisation 
respective afin d’y fournir une formation et un entraînement au port de la tenue. Des dispositions ont 
également été prises pour envoyer le matériel et les manuels nécessaires. 

En tant qu’activité alternative à celle qui devait accueillir des participants au Japon, des informations 
supplémentaires détaillées sur les produits Toray LIVMOA ont été transmises et expliquées à trois personnes 
clés dirigeant les activités de lutte contre les infections en Guinée, afin qu'elles utilisent ces informations 
comme matériel de référence pour les achats futurs et approfondissent leur compréhension des technologies 
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connexes et de leur qualité. En outre, des documents de lutte contre la COVID-19 servant au contrôle des 
infections au Japon ont été traduits et fournis à titre de référence. Pour la troisième activité sur le terrain, il 
était d’abord prévu de suivre de manière sélective la formation autonome (compréhension et exercices 
pratiques au niveau organisationnel pour la diffusion et l'établissement d'une utilisation correcte) menée au 
sein de chaque organisation par les participants à la formation de la deuxième activité sur le terrain. 
Néanmoins, il a finalement été décidé d'obtenir à distance les informations sur l'état d'avancement de la mise 
en œuvre de cette formation autonome. Les résultats ont confirmé que plus de 300 personnes chargées du 
contrôle des infections, notamment des médecins, des techniciens de laboratoire, des travailleurs de la santé, 
du personnel d'appui dans la gestion des installations, etc., dans les préfectures de Conakry et de Kindia, ont 
été formées à la sensibilisation à la lutte contre les infections et à la façon d’enfiler et retirer la tenue Toray 
LIVMOA. 

5. Conclusions et résultats du projet 

 En Guinée, l'amélioration continue des capacités de contrôle des infections et le développement des 
ressources humaines représentaient des défis importants. À travers les activités de ce projet, on peut penser 
qu’une contribution a été apportée au développement de ressources humaines capables d’estimer et 
d'analyser les risques d'infection à un niveau pratique, de réfléchir par elles-mêmes pour les appliquer aux 
diverses situations sur le terrain, de choisir les EPI appropriés et de mettre en œuvre les mesures de lutte. 
Cela a été rendu possible via la formation (cours magistraux et exercices pratiques d’enfilage et de retrait de 
la tenue), par la mise en œuvre de l'analyse et de l’organisation des risques lors des débats en groupe par 
des participants provenant de diverses institutions ayant des normes différentes en matière de contrôle des 
infections ainsi que par des discussions et le partage d’opinions. Grâce à la formation dispensée dans le cadre 
des activités du présent projet, il semble avoir été possible de contribuer à garantir la sécurité et à améliorer 
la qualité et l'efficacité du travail en matière de mesures de santé publique du ministère de la Santé et de 
l'ANSS. 

 En termes de résultats sur le plan commercial, il a tout d'abord été possible de confirmer l'environnement du 
marché et les besoins locaux. En Guinée, les tenues de protection contre les infections sont principalement 
des produits non perméables. Celles, comme Toray LIVMOA, qui se basent sur le double concept de sécurité 
et de confort (perméabilité à l'humidité pour réduire la sensation de chaleur et de manque d'air) n’ont pas 
encore intégré pratiquement le marché actuel de la distribution. Nous avons également reçu des 
commentaires mettant en avant la qualité de la tenue de protection contre les infections de Toray du point de 
vue de l’amélioration de l'efficacité du travail et de la garantie de sécurité. Il a été confirmé que la LIVMOA est 
utile tout particulièrement en Afrique et en Asie, où les températures sont élevées, dans les cas impliquant 
des tâches minutieuses telles que les inspections, les diagnostics et les traitements dans des bâtiments aux 
installations inadéquates (locaux non ou insuffisamment climatisés) et dans les situations où la fatigue 
résultant du travail à l'extérieur en plein soleil est importante. Deuxièmement, les participants à la formation 
ont pu eux-mêmes porter la tenue Toray LIVMOA et apprécier avec quelle facilité elle s’enfile et se retire, de 
même que son confort, dû notamment à sa grande perméabilité à l'humidité. Malgré que cette activité ait été 
de courte durée, elle a permis de mieux faire apprécier la tenue Toray LIVMOA, car les participants ont pu 
constater la différence de qualité avec les produits d'autres entreprises, par exemple du point de vue de la 
sécurité au niveau des coutures et du confort. Troisièmement, ce projet a favorisé la compréhension de la 
tenue Toray LIVMOA sur le plan technique. Dans le cadre de la lutte contre la COVID-19 qui nécessite de 
différencier les patients atteints de ceux qui pourraient avoir été infectés aussi bien par l’MVE que par d'autres 
types de maladies, les participants à la formation ont effectivement compris le besoin de prendre en 
considération les agents pathogènes inconnus, l’importance de concilier les mesures de contrôle des 
infections et celles liées aux coups de chaleur, ainsi que les caractéristiques et les avantages de la tenue 
Toray LIVMOA à cette fin. 
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6. Perspectives de développement commercial, programme et défis 

Des produits ont été fournis de façon ponctuelle à des pays africains dont en premier lieu la Guinée, par 
exemple sous forme de dons à des organisations menant des activités locales en tant que mesure de 
promotion de la tenue Toray LIVMOA, ou de fourniture d'échantillons à des organisations de soutien médical 
et de recherche à l’étranger dans le cadre de la recherche de possibilités de coopération pour des tests de 
démonstration. Pour obtenir des commandes du gouvernement guinéen, qui dépend d’aides dans le 
financement de ses mesures sanitaires, l’enjeu consiste à faire appel aux canaux japonais de l'APD et aux 
organisations d'aide internationale. Pour ce faire, il faut élargir et encourager les possibilités de participation 
aux réseaux humains et aux forums de discussion où l'on peut accéder au bon moment aux informations 
relatives à l'aide et à l'approvisionnement en matière de lutte contre les infections, y compris les réseaux de 
projets de recherche et développement. Grâce à ce projet, la tenue Toray LIVMOA a gagné en crédibilité et 
en reconnaissance sur le marché local. En surveillant les tendances dans le développement des projets du 
gouvernement guinéen et des organisations liées à la santé au niveau bi- et multilatéral, l’objectif est de 
parvenir à des ventes avec profit au moyen d’une approche multidimensionnelle, comprenant des offres de 
prix plus bas grâce à des achats en gros, la coopération dans le développement de produits ainsi que des 
projets de recherche commune et de soutien médical. 

À cette fin, Toray a déjà effectué les tests de sécurité des produits et acquis les normes de certification 
nécessaires et s'efforce d'étendre progressivement ses systèmes de production, de vente et de distribution 
en fonction des performances commerciales et de l'analyse des perspectives de chaque projet. L’entreprise 
examine également la possibilité de mettre en place des vendeurs locaux qui comprennent les détails de ses 
produits afin qu'ils puissent répondre aux demandes notamment des hôpitaux privés et pénétrer le marché 
local de manière stable. 

7. Possibilité de coopération avec des projets de l'APD 

Comme mentionné ci-dessus, il est fort possible que la Guinée dépende du soutien d'autres pays, 
notamment des projets de l'APD du Japon, pour continuer à se procurer la quantité nécessaire de tenues de 
protection contre les infections. Pour que la tenue Toray LIVMOA continue à être utilisée, il est souhaitable 
d'élargir les possibilités de participation aux projets de l'APD. Une fois que l'appréciation des qualités de celle-
ci en Guinée aura été fermement établie, on peut penser que les mesures de lutte contre les infections seront 
encore renforcées par des programmes tels que des aides sous forme de subventions, des coopérations 
techniques et des prêts en yens. 

Comme la pandémie de COVID-19 s’étend dans le monde entier depuis 2020, l'introduction de produits et 
le développement de programmes de formation, par le biais de projets de l'APD dans le domaine des mesures 
de lutte contre les infections, seront particulièrement bénéfiques non seulement pour la Guinée, mais aussi 
pour les autres pays africains, le Moyen-Orient, l'Inde et d'autres pays émergents ou en développement d'Asie. 

Les possibilités de passation de marchés pour les organisations internationales comprennent l'achat de 
fournitures d'urgence pour les projets de développement de la santé pour des régions étendues de la Banque 
mondiale, la fourniture de matériel pour les projets de développement de la santé et de contrôle des infections 
au niveau local par le PNUD, l'OIM, l'UNOPS et d'autres organisations, ou encore la participation en tant que 
partenaire de mise en œuvre ou collaborateur du secteur privé. Parmi les exemples de projets de soutien 
budgétaire et de passation de marchés par l'intermédiaire des ministères et agences concernés au Japon, on 
peut citer l’accès aux appels d’offres dans le cadre, par exemple, de subventions (programme de 
développement économique et social) sous forme de projets d’assistance en lien avec la santé et les soins 
médicaux du ministère des Affaires étrangères, le soutien à des projets d'organisations internationales et 
l’accès aux appels d’offres pour les projets d'aide d'urgence de la JICA, en plus de la coopération dans le 
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déploiement de matériel pour les projets de recherche et développement en rapport avec les maladies 
infectieuses (J-GRID, SATREPS, etc.) réalisés par l'AMED et la JICA. 

Dans le cadre de ce projet, une formation de renforcement des capacités de lutte contre les infections et des 
échanges humains ont été menés en Guinée, et l’on peut s’attendre à un agrandissement de l’échelle de mise 
en œuvre ainsi qu’à un renforcement continu des ressources humaines au sein des organisations locales 
concernées et des organisations de coopération. Il est possible que les activités en Guinée soient élargies 
sous la forme, par exemple, d’une coopération intrarégionale dans des domaines connexes, d’une formation 
dans des pays tiers, d’un projet de renforcement des systèmes et de la gestion dans le domaine de la santé 
mis en œuvre par des donateurs bi- ou multilatéraux ou un projet de promotion du développement des 
ressources humaines dans le domaine de la santé. Dans un tel cas, il conviendrait d’explorer la possibilité de 
proposer activement la tenue Toray LIVMOA et d’aménager un système dans ce sens. 

8. Schéma du projet 

 

 

 

 

Guinée : Résumé du projet de diffusion et promotion d’une tenue 
de protection contre les infections (mandaté par la JICA) 

Besoins en développement  
de la République de Guinée 

 Renforcer les mesures de lutte contre 
les infections, y compris celles de 
prévention de la résurgence de la 
maladie à virus Ebola (MVE). 

 Utiliser des tenues de protection contre 
les infections sures et adaptées au 
climat du pays (températures élevées). 

Contenu du projet de diffusion  
et de promotion 

 Dispenser un entraînement sur place 
pour assurer l’utilisation correcte des 
produits Toray qui s’enfilent et se 
retirent avec une technique 
ingénieuse. 

 Mettre en œuvre une formation sur 
invitation au Japon afin de promouvoir 
la compréhension et d'améliorer les 
compétences du personnel médical 
jouant un rôle central dans le pays. 

Tenue de protection contre  
les infections de Toray 

LIVMOA DO1-001 
Tenue de protection contre 
les infections alliant confort 
et sécurité à un niveau élevé 

Éléments clés du projet 
① Tenue de protection contre 

les infections 
② Exercice d’utilisation 

correcte 
③ Vidéo éducative 
Ces 3 éléments sont fournis 
ensemble afin d’assurer une 
évaluation correcte. 

Résultats attendus pour la République de Guinée 

 Contribuer à prévenir la résurgence de la 
maladie à virus Ebola (MVE) et la propagation 
d'autres maladies infectieuses en renforçant les 
mesures de lutte contre les infections. 

 Diffuser et promouvoir des produits appropriés 
contre les infections. 

Résultats attendus pour Toray 

 
 Bien que la tenue de protection contre les 

infections ait été lancée sur le marché, elle 
doit encore accumuler des exemples de 
réussite pratique. 

 
 
 
 

 L’utilisation des produits Toray se poursuivra 
s’ils s’assurent une évaluation positive en 
Guinée. 

 Le développement dans les pays 
périphériques d'Afrique et les pays émergents 
d'Asie sera promu en s'appuyant sur les 
réalisations en Guinée. 

Situation actuelle 

Dans la suite 
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添付資料 

１ 研修実施趣旨と計画コンセプト（ギニア現地 ANSS側への Toray 説明資料と ANSS側提案） 

２ 研修資料 - プログラム・アジェンダ（2020 年 2 月 6－7 日実施） 

３ 感染対策人材育成中核研修参加機関・代表参加者リスト（2020年 2 月 6－7 日実施） 

４ 研修プレゼンテーション資料 

■ ANSS Opening Remarks （Dr Barry Moumié, Chef /Price en Charge） 

■ 研修 1日目 講義・グループワーク用プレゼンテーション 

■ 研修 2日目 講義・グループワーク・着脱実習用プレゼンテーション 

５ 研修実施フォローアップ－参加機関からのフィードバック 

各機関における研修実施風景（大規模病院） 

各機関における研修実施風景（Centre Medical Communal レベル施設） 

各機関における研修実施風景（検査診断ラボ） 

実施状況報告例（Hopital De L'Amitie Sino Guineene, Kipe） 
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添付 1：研修実施趣旨と計画コンセプト（ギニア現地側への Toray 説明資料） 
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研修実施趣意書 – 上コンセプト説明によるANSS 側提案に東レ側意見・修正を反映したもの 

 

 

 

 

 

Document de planification 

21 Novembre 2019 

 

 

TERMES DE RÉFÉRENCE 

RENFORCEMENT DES CAPACITÉS DES TRAVAILLEURS DE LA SANTÉ EN GUINÉE POUR 
LA PRÉVENTION ET DU CONTRÔLE DES INFECTIONS(PCI) 

 

 

 

 

Département de soutien de l'ANSS 

en collaboration avec 

TORAY Industries, Inc. 
(Programme de collaboration de la JICA avec le secteur privé pour la diffusion de la technologie japonaise) 
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CONTEXTE 

L' épidémie de maladie à virus Ebola(MVE) survenue récemment (2014-2016) en Afrique 
de l' Ouest a clairement révélé la faiblesse des systèmes de santé en Afrique, dépassant les capacités de chaque 
pays en matière de santé requises pour mettre en œuvre les recommandations du Règlement sanitaire 
international(RSI), en l'absence de prévention et de contrôle efficaces des infections les programmes ne sont pas 
suffisamment garantis pour contenir cette menace sans précédent dans la limite des ressources et de la capacité 
des pays, y compris la Guinée . 

L’un des partenaires, l’ Agence japonaise de coopération internationale (JICA), a ouvert son bureau en Guinée en 
février 2018, alors que sa collaboration bilatérale avec les secteurs gouvernementaux guinéens a une longue 
histoire . La collaboration avec des organisations japonaises ne se limite pas à celles de la JICA qui couvrent le 
déploiement de ressources médicales à des fins diagnostiques et thérapeutiques afin de mobiliser divers canaux 
d’ aide publique au développement (APD) avec le soutien diplomatique de l’ambassade du Japon en Guinée . La 
collaboration du Japon a contribué de manière significative à la Guinée santé publique urgence réponse à contrôler 
EVD par diplomatique financière soutien dans les domaines de la surveillance, la gestion, laboratoire, matériel de 
bureau TIC (Technologies de l' information-communication) et techniques pertinentes entrées pour upskills 
de santé des installations et des laboratoires. 

TORAY ' s équipement de protection individuelle (EPI), nommé LIVMOA ® avec haute perméabilité / durabilité (ci-
après décrit comme « TORAY-EPI» ) est l' un des produits validés pour sa facilité d' utilisation et 
la fonctionnalité dans les difficultés o conditions climatiques et environnementales f en Guinée en collaboration 
avec la Guinée ( et le Japon équipe d'un partenariat public-privé (PPP) cadre pour la recherche médicale et 
le développement pour le confinement des maladies fièvre hémorragique virale (FHV) , y compris MVE, Lassa et 
d' autres agents pathogènes dangereux. 

En Mars 2016, le Gouvernement Guinéen (Ebola Réponse du Bureau de coordination, prédécesseur de 
l' Agence Nationale de Sécurité Sanitaire: ANSS) a demandé l’assistance de TORAY et 10.000 unités 
de EPI avaient été fournis comme un don en nature à la Guinée pour la  préparation et réponse pour soutenir 
sa mise en œuvre réussie de la nationale la sécurité sanitaire stratégie , et il a été fait cette demande a 
été motivée sur les prévisions de la consommation d' EPI qui devrait être disponible dans les 
principaux établissements de santé en cas de résurgence de la maladie , mais aussi par les produits d' évaluation 
des tests effectués sur le site de par nos agents qui grandement apprécié la qualité, le confort et la résistance du 
TORAY-EPI , construit sur la validation passé mené par TORAY en collaboration avec le virus Ebola Réponse 
du Bureau de coordination dans laquelle la Croix-Rouge Guinée avait collaboré. 

RAISONNEMENT 

Afin de renforcer la préparation de la Guinée et de la capacité d' intervention du système de santé comme 
la résilience nationale des épidémies pour l' avenir, le Ministère de la Santé a considéré qu'il essentiel au travail 
par le biais de plus en collaboration avec récurrente développement partenaires. À cet égard, un niveau approprié 
de sensibilisation et d’efforts doit être maintenu pour permettre une intervention rapide et garder sa 
fonctionnalité activée. Par conséquent, il est une bonne occasion que la JICA programme a été adopté dans le 
cadre du contrat avec TORAY. répondre à ces continus besoins de développement des compétences nécessaires 
en Guinée , son action de collaboration se tourne pour soutenir le ministère de la Santé pour renforcer les 
capacités avec une perspective plus large pour offrir des possibilités de formation aux administrateurs des 
établissements de santé, aux médecins, aux infirmiers et aux techniciens de laboratoire ou à ceux qui pourraient 
devoir prendre conscience de la nécessité de contrôler les infections progressivement: formation de formateurs 
suivie de formations indépendantes animées à chaque niveau institutionnel. 
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Dans le cadre de cette méthode de formation systématique, les formateurs seraient incités à utiliser l’ ÉPI 
de TORAY en tant qu’outil essentiel pour des discussions pragmatiques sur l’évaluation des risques et des 
exercices de contrôle des infections, de catégorisation ou de gestion des stocks de matériel et d’équipement de 
contrôle des infections . TORAY-EPI de peut fournir un meilleur standard confortable pour l'utilisation 
des EPI pour assurer un meilleur, plus sûr la prestation des services de santé dans le contexte guinéen . 

En outre, des efforts constants pour examiner et renforcer progressivement la capacité de lutte contre les 
infections seraient mis à profit pour élaborer un document de politique dans le domaine de la prévention et du 
contrôle des infections dans le cadre de la politique nationale sur la qualité, la prévention des risques et la 
sécurité dans l'environnement de la santé. Il représente l' engagement du gouvernement à faire tout son possible 
pour mettre en place et assurer une prestation de soins de santé solide et sûre dans le développement 
du système de santé national impliquant toutes les institutions publiques et privées du pays. 

OBJECTIFS DU PROJET DE FORMATION 

Objectif général 

Renforcer les compétences des 45-50 principaux travailleurs des structures sanitaires de la Guinée en prevention 
et contrôle des infections (PCI) à utiliser EPI correctement pour assurer la prestation des services de santé plus 
sécuritaire. 

Objectifs spécifiques: 

• Pour connaître et comprendre les principes de base des précautions standard dans la prévention des infections 
dans le milieu de la santé (renforcement des capacités institutionnelles) et des précautions supplémentaires 
en general; 

• Pour connaître et comprendre maintenant quand et comment utiliser l' équipement 
de protection individuelle approprié (catégorisation et gestion des stocks); 

• Pour comprendre comment s'habiller et se déshabiller de EPI correctement (pour réduire les risques d'infection 
secondaire / nosocomiale); 

• Pour assurer des pratiques sanitaires et d'hygiène appropriées.  

Résultats attendus 

• Les participants connaissent les principes de base des précautions standard pour la prévention des infections 
dans les établissements de santé et des précautions complémentaires en general; 

• Les participants sont conscients de l'utilisation d'un équipement de protection individuelle approprié; 

• Les participants peuvent s'habiller et se déshabiller correctement en EPI (TORAY-EPI différencié des autres); 

• Les participants peuvent pratiquer correctement les procédures sanitaires et hygiéniques en matière de lavage 
des mains ou de gestion des déchets; 

• Les participants peuvent classer, trier et gérer le matériel de lutte contre les infections de manière systématique 
en tant que préparation à la riposte. 

Cibles pour les formations 

La formation primaire est prévu de viser à disposition de la formation pour formateurs ( FpF ) d'inviter 45-50 
experts de la santé, le personnel des structures de santé publique et privée de la Guinée , y compris: 
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• Les experts locaux pouvant dispenser des formations en collaboration avec l'équipe JICA-TORAY; 

• Les personnels du Ministère, y compris ceux de l'ANSS; 

• Administrateurs d'établissements médicaux; 

• Médecins, infirmières et infirmiers, techniciens de laboratoire (membres du personnel clé du PCI dans 
l'établissement); 

• Observateurs ayant des intérêts tels que des ONG ou des donateurs multi / bilatéraux travaillant en Guinée. 

Le groupe cible mentionné ci-dessus pour FpF seraient formés pour servir les facilitateurs clés pour les formations 
du PCI à chaque niveau institutionnel qui doit être mis en œuvre après la FpF session à Conakry, impliquant 
autres médecins, infirmières, co-examens médicaux ou du personnel non-médical qui peuvent être exposés aux 
risques d'infection dans chaque établissement / équipe de terrain en vue de futures interventions d' urgences de 
santé publique. 

METHODES DE FONCTIONNEMENT 

Techniques et procédures d' apprentissage 

• Conférences avec des vidéos pour sensibiliser et faciliter les discussions sur les risques d'infection liés 
aux pratiques dans les établissements de santé; 

• Conférences de vidéos sur les bonnes pratiques sanitaires et d'hygiène, l' utilisation des EPI , la gestion des 
stocks et la gestion des déchets médicaux; 

• Séances de réflexion et de discussion pour partager des idées sur la sensibilisation aux risques et la révision 
des systèmes de contrôle des infections à chaque niveau institutionnel; 

• Pratiques pratiques d'habillage et de déshabillage; 

• Des séances de questions-réponses ont pour but de fournir des conseils pratiques et des éléments de preuve 
où le renforcement des capacités devrait être continuellement renforcé et encouragé à chaque niveau 
institutionnel; 

• Débriefing et discussions sur de nouvelles idées, prise de conscience des risques, méthodes d'amélioration et 
actions mises au point tout au long de la session de formation; 

• Distribution PowerPoint des résumés des animateurs pour la formation de 2e niveau au niveau de l'équipe / 
de l' établissement; 

• Distribution du matériel de base sur les EPI pour les formations de 2e niveau au niveau des équipes/institutions; 

• Évaluation du suivi des compétences (entretiens de groupe, discussions après la mise en œuvre des formations 
secondaire); 

• Élaboration d'un rapport de synthèse sur la mise en œuvre et partage des résultats pour les prochaines actions. 

Matériel éducatif 

• Ordinateur(s) et vidéoprojecteur, y compris câbles, pointeurs comme requis; 

• Tableau à feuilles (flipchart et papier), marqueurs (pour les sessions de brainstorming / discussions) 

• Classeurs, blocs - notes, stylos , d'autres stationaries; 

• Les médias et outils pour IEC (Information, Education, Communication); 
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• Outils d'enregistrement (format de base de données de gestion des stocks /les sorties); 

• Poubelle, sacs en plastique, solutions hydroalcooliques et autres supports d’exercice ( exercices de gestion 
des déchets et de pratiques d’hygiène, fournis en partie par TORAY); 

• Combinaisons (y compris TORAY-EPI et d' autres produits) , gants intérieurs/extérieurs, bottes, lunettes de 
protection et d'autres matériaux pour l' exercice EPI (à fournir par TORAY en 2019). 

Temps pour ToT : 3 jours (Calendrier de la formation: pendant le 20 janvier-le 2 février 2020) 

Ordre du jour préliminaire de la ToT : (à partager séparément en tant qu'annexe-1 pour discussion 
préparatoire avec l'ANSS ) 

Lieu de ToT :  Nongo CTEPI, Conakry, Guinée (à déterminer) 

Budget pour les ToT : pris en charge par le programme JICA pour une collaboration avec TORAY Industries, 
Inc. (estimation jointe en annexe-2, excluant le coût des équipements de protection individuelle qui seront 
exportés du Japon et les coûts de transport du matériel local à la charge de TORAY) 

 

*** 
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添付 2: 研修資料 - プログラム・アジェンダ（2020 年 2 月 6－7 日実施） 

AGENDA DE LA FORMATION 

HORAIRES ACTIVITES RESPONSABLES 

JOUR-1 (le 6 fevrier 2020) 

08:00 - 08:30 Accueil – inscription (par signature) - Installation des participant Organisateurs 

08:30 - 09:00 Allocutions d’ouverture Autorités 

09:00 - 09:10 Annonces administratives Organisateurs 

09:10 - 09:30 Objectifs, résultats attendus et méthodologie de l’atelier Facilitateurs 

09:30 -10:30 Généralités sur les MPE Facilitateurs 

10:30 -11:00 Pause-café Organisateurs 

11:00 -11:30 Infection associé aux soins de santé Facilitateurs 

11:30 - 12:30 Conformité de l’hygiène des mains et autres Précautions standard Facilitateurs 

12:30 - 13:30 Pause déjeuné Organisateurs 

13:30 -14:40 Travaux de groupe (Réponses aux questions génériques concernant l’Identification et l’analyse 
des risques liés aux soins) 

Facilitateurs 
/Participants 

14:40 -15:00 Pause-café Organisateurs 

15:00 -15:30 Restitution travaux de groupe  en plénière Participants 

15:30 -15:45 Essentiel à retenir Facilitateurs 

15:45 -16:00 Briefing pour les activités du 2ème jour Organisateurs 

JOUR-2 (le 7 fevrier 2020) 

08:30 -09:00 Accueil – inscription (par signature) - Installation des participant Organizateurs 

09:00 – 09:30 Récapitulatif de Jour-1 Facilitateurs 

09:30 - 10:10 Introduction sur les principes de "JICA 5S-kaizen-TQM" système Facilitateurs 

10:10 -10:30 Pause-café Organisateurs 

10:30 -11:30 Simulation sur l’utilisation pratique des EPI (Habillage) Facilitateurs/ 
Participants 

11:30 -12:20 Simulation sur l’utilisation pratique des EPI (Déshabillage) Facilitateurs/ 
Participants 

12:20 -13:00 Simulation sur la Gestion des déchets EPI (Tri, collecte, classer par catégories, transport pour 
traitement) 

Facilitateurs/ 
Participants 

13:00 -14:20 Pause déjeuné Organisateurs 

14:00 -15:00 Planification de chaque formation institutionnelle Participants/ 
Facilitateurs 

15:00 -15:30 Partager d'idees et réflexion des points discutés pour la planification de la formation Participants/ 
Facilitateurs 

15:30 -16:00 Essentiel à retenir (15 mn) et clôture de l’atelier Organisateurs 

-17:00 Café Organisateurs 
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添付 3  感染対策人材育成中核研修参加機関・代表参加者リスト（2020 年 2 月 6－7 日実施） 

No Prénoms et Noms Institut/Organization Remarques 

1 Alpha Amadou Sank Diallo Hopital National Donka + 1 personnel de 
soutien 

2 Moriba Touré Hopital National Ignace Deen  
3 Sékou Amadou Camara Hopital National Ignace.Deen  
4 Catherine Loua Centre de Traitement Epidémiologique(CT-Epi) Nongo Plus de 16 

résidents/personnel 
de soutien 5 Ahmadou Sidibé CT-Epi Nongo 

6 Ibrahima Sory Bangoura Hopital De L'Amitie Sino-Guinée, Kipe  
7 Kadiatou Aîssatou Barry Hopital De L'Amitie Sino-Guinée, Kipe  
8 Kadiatou Diallo Clinique Pasteur  
9 Mohamed Bangoura Clnique Pasteur  
10 Isidore Gobou Tokpa Nyambalamou SMIT (Service des Maladies Infectieuses et Tropicales)  
11 Saranken Camara SMIT  
12 Ahmadou Doré LFH (Laboratoire de Febres Hémoragiques)  
13 Moussa condé LFH  
14 Djénabou Sylla Centre Médical Communal (CMC) Matam  
15 Mamadouba Ibrahima Camara CMC Matam  
16 Boubacar Barry CMC Coléah  
17 Nana Traoré CMC Coléah  
18 Mamadou 3 Diallo CMC Ratoma  
19 Hadja Fatoumata Béavogui CMC Ratoma  
20 Ramatoulaye Diallo CMC Minière  
21 Boubacar Thierno Sow CMC Minière  
22 Felix Camara Dispensaire Saint Gabriel  
23 Catherine Loua DIspensaire Saint Gabriel  
24 Fara Michel Millimono Laboratoire Guinéo-Allemand  
25 Ansoumane Cissé CT-Epi Manférinya  
26 Sayon Diaré CT-Epi Manférinya  
27 Mohamed Lamine Kaba CT-EpiA (Militaire)  
28 Pélé Soromou CT-EPiA (Militaire)  
29 Moussa Kéita CT-Epi Dubreka  
30 Mariame Koulibaly CT-Epi Dubreka  
31 Sona Diakité CT-Epi Kindia  
32 Kadiatou Sow CT-Epi Kindia  
33 Fodé Yombo Soumah CT-Epi Coyah  
34 Mamadou Baïlo Bah CT-Epi Coyah  
35 Mory Kandia Tounkara CT-Epi Forécariah  
36 Jules Aly Koundouno CT-Epi Forécariah  
37 Moussa Mamadou Diakité  Clinique Dr Thermo  
38 Yansané Oumar Service de Santé Port Conakry  
39 Barry Moumié ANSS ANSS représentant 
40 Mamadou Dian Sow ANSS Facilitateur 
41 Dimai Ouo Kpamy ANSS Facilitateur 
42 Magassouba N’faly LFH Facilitateur 
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添付４ 研修プログラム・プレゼンテーション資料 

ANSS Opening Address 
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研修 1 日目 講義・グループワーク用プレゼンテーション 
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研修 2 日目 講義・グループワーク用プレゼンテーション 
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添付５ 研修実施フォローアップ－参加機関からのフィードバック 

各機関における研修実施風景（大規模病院） 
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各機関における研修実施風景（Centre Medical Communal レベル施設） 
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各機関における研修実施風景（検査診断ラボ） 
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実施状況報告例（Hopital De L'Amitie Sino Guineene, Kipe） 
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